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第１編 民法総則 

第第１１章章  私私権権のの主主体体  
 

第１節 自然人 

第１款 権利能力 

 

【胎児に認められる権利能力】 

1 胎児を受贈者として死因贈与をすることはできない。 

［司法試験過去問］ 

 

 〇 

2 胎児を受遺者として遺贈をすることはできない。 

［司法試験過去問］ 

 

 × 

3 胎児の父は、胎児の母の承諾を得ても、胎児を認知することはできな

い。［司法試験過去問］ 

 

 × 

4 胎児の母は、胎児を代理して認知の訴えを提起することはできない。 

［司法試験過去問］ 

 

 〇 

5 胎児のときに不法行為を受けた者は、出生前にその父母が胎児を代理

して加害者とした和解に拘束される。［司法試験過去問］ 

 × 

 

【同時死亡の推定】 

＜その①＞ 

1 同一危難で親子が死亡した場合において、そのうちの１人が他の者の

死亡後になお生存していたことが明らかでないときは、親が子に対し

て行った遺贈は効力を生じない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

 

＜その②＞ 

Ａには妻Ｂとの間に子としてＣとＤがいて、Ｃには妻Ｅとの間に子としてＦとＧがいる場

合において、Ａが死亡した。 

 

2 ＡはＣＦとともに同一の事故で死亡したが、これらのうちの一人が他

の者の死亡後になお生存していたことが明らかでない場合には、Ａの

相続人はＢＤＧである。［司法試験過去問］ 

 〇 

 

 

 



                       複製・頒布を禁じます 

3 
司法書士・択一ターゲット攻略講座・民法Ⅰ 

【胎児に認められる権利能力】 

 

 胎児の権利能力 

① 不法行為に基づく損害賠償請求（721）（注１） 〇 

② 相続（886） 〇 

③ 遺贈（965） ★2 〇 

④ 死因贈与 ★1 ×（注2） 

⑤ 胎児に対して父の側から認知すること ★3 〇 

⑥ 胎児から父に対して認知請求をする ★4 × 

 

（注１）胎児の損害賠償につき、母その他の親族が胎児のため加害者とした和解は、胎児を拘

束しない（大判昭7.10.6）。★5 

 

（注２）（554）は契約であるから、その当事者が存在し、権利能力を有していなければなら

ない。また、不法行為、相続及び遺贈と異なり、死因贈与について、胎児を「既に生ま

れたものとみなす」（721、886Ⅰ、965）旨の規定は存在しない。この点、554条が「遺

贈に関する規定を準用する」と規定しているが、遺贈が単独行為であることに由来する

規定は、死因贈与に準用されることはないと解されているため、965条が死因贈与に準

用されることはなく、その結果、886条が準用されることもない。 

 

 

【同時死亡の推定】 

 

32条の２ 
数人の者が死亡した場合において、そのうちの１人が他の者の死亡後になお生存していた

ことが明らかでないときは、これらの者は、同時に死亡したものと推定する。 

趣旨 

たとえば、同一危難で親子が死亡した場合、両者の死亡時の認定いかんで相続関係に大き

く影響する。しかも同一危難にあって死亡した場合、死亡時の認定が困難なことが多い。

そこで、それぞれの死亡時刻を証明するのが困難であり、その死亡時刻をめぐる利害関係

者が存在している以上は、同時に死亡したと推定することが最も公平で理論的にも有用で

あると考えられたことから設けられた規定である。 

その他 
死者の間で相続は生じず、遺贈も効力を生じない（994Ⅰ）★1 

上記［趣旨］の事例で死亡した子にさらに子がいれば代襲相続できる（887Ⅱ）★2（注） 

 

（注）★2  

       Ａ       Ｂ 

      

 

Ｅ      Ｃ       Ｄ      

      

 

Ｆ      Ｇ 

 

ＡＣＦとともに同一の事故で死亡したが、これ

らのうちの一人が他の者の死亡後になお生存し

ていたことが明らかでない 

→ Ａの相続人はＢＤＧ 
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第２款 行為能力 

【未成年者の行為能力】 

1 未成年者が特定の営業について法定代理人の許可を受けた場合には、

その営業に関する法律行為については、行為能力の制限を理由として

取り消すことができない。［令4-4-エ］ 

 

 〇 

2 法定代理人が未成年者に営業を許可するに際しての許可の態様は無限

定であり、一切の営業を許可することも、一個の営業の一部に限定し

て許可することも許される。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 
 

3 未成年者が、期間を３年と定めてその所有する建物を賃貸する場合に

は、法定代理人の同意を要する。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇※ 

 

4 法定代理人が目的を定めないで処分を許した財産は、未成年者が自由

に処分することができる。〔31-4-ア（令6-4-ア）〕 

 

 〇 

5 負担のない贈与をする旨の申込みを受けた未成年者が、法定代理人の

同意を得ずに承諾をした場合、法定代理人は当該承諾を取り消すこと

ができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕〔27-4-オ〕 

 

 × 

6 15歳に達した未成年者は、遺言をすることができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

7 未成年者である相続人が相続の承認又は放棄をするためには、その法

定代理人の同意又はその代理によることを要しない。〔26-22-ア〕 

 

 × 

 

8 未成年者である父が嫡出でない子を認知する場合、自己の法定代理人

の同意を得ることを要する。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

9 養子である未成年者が実親の同意を得て法律行為をしたときは、その

未成年者の養親は、その法律行為を取り消すことはできない。 

〔27-4-イ〕 

 × 

10 未成年者は、後見人となることができない。〔31-4-ウ〕 

 

 〇 

11 未成年者であっても、15歳に達していれば、遺言執行者となることが

できる。〔31-4-オ〕 

 

 × 

12 満15歳に達した未成年者は、他人の遺言の証人になることができる。

〔31-22-ア〕 

 

 × 

13 Ａの親権者が、新聞配達のアルバイトによりＡが得る金銭の処分をＡ

に許していた場合において、Ａがそのアルバイトによって得た金銭で

自転車を購入したときは、Ａがその売買契約を締結する際に親権者の

同意を得ていないときであっても、Ａは、その売買契約を取り消すこ

とができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

14 未成年者は、法定代理人の同意を得なくても、債務の免除を受けるこ

とができる。［令4-4-ア〕  

 

 〇 

15 未成年者が無償寄託の受寄者である場合、未成年者が寄託者に寄託物

を返還するときは、法定代理人の同意を要する。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 
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16 未成年者は、その法定代理人の同意を得ないで、負担付贈与の申込み

を承諾することができる。［令6-4-ウ］ 

 × 

※ 未成年者自身が所有する建物を３年間賃貸する短期賃貸借は、いずれの例外にも該当しな

いので、原則どおり、未成年者の法定代理人の同意を要する。なお、被保佐人が期間を

３年と定めてその所有する建物を賃貸するには、保佐人の同意を要しない（13Ⅰ⑨・602

③）。 

 

【未成年者の行為能力】 

原則 法律行為をするには法定代理人（注 1）の同意が必要（５Ⅰ本文）★3 

例外 

①単に権利を得、又は義務を免れる行為（５Ⅰ但書）（注 2） 

②「目的を定めて処分を許した財産」の処分（５Ⅲ前段）ex．旅行費・勉学費 

 「目的を定めないで処分を許した財産」の処分（５Ⅲ後段）★4. 13 

③許可された営業に関する行為（６）★1 

※営業の許可は、１個又は数個の営業単位で特定の営業についてなされなけれ 

ばならず、１個の営業の一部やすべての営業を許可することはできない。★2 

 

（注 1）法定代理人に当たる者 

１次的 
親権者である父母（818Ⅰ） 

→ 子が養子であるときは、養親の親権に服することとなる（818Ⅱ）★9 

２次的 
親権者がいないか、親権者が子の財産の管理権を有しないときは未成年後見人

（838）。 

 

（注 2）同意を要する行為・要しない行為（５Ⅰ但書） 

 同意を要する行為（一例） 同意を要しない行為（一例） 

財産法 

① 貸金債権の弁済を受領する

こと（∵元本の消滅をきた

す） 

② 負担付贈与を受けること 

  ★16 

① 単純贈与を受けること★5 

② 無償寄託の受寄者である未成年者が寄

託者に寄託物を返還する行為★15 

③ 口頭でした贈与をする旨の契約を、書

面によらないものであることを理由に

解除すること（550、５Ⅰ但書） 

④ 免除を受けること ★14 

身分行為 

相続の承認、相続放棄(938)、限

定承認（922）★7 

① 子の認知（780）★8 

② 認知の訴え（787） 

③  家庭裁判所の許可を得ての氏の変更

（791） 

④ 15歳に達した者が遺言により財産を処

分すること（961、962）★6 

 

＜未成年者が欠格事由になっている場合＞ 

① 後見人（847①）、保佐人（876の２Ⅱ）、補助人（876の７Ⅱ） ★10 

② 後見監督人（852・847①）、保佐監督人（876の３Ⅱ・847①）、補助監督人（876の８

Ⅱ・847①） 

③ 遺言の証人・立会人（974①）★12 

④ 遺言執行者（1009） ★11 
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【行為能力の比較（単独で行為をすることができるか）】 

1 成年被後見人がした行為は、日用品の購入その他日常生活に関する行

為であっても、取り消すことができる。〔15-4-イ（25-4-ア）〕 

 

 × 

2 被保佐人が保佐人の同意を得ないで日用品の購入をした場合には、保

佐人は、これを取り消すことができない。〔25-4-ア〕 

 

 〇 

3 被補助人が贈与をする場合には、贈与をすることについて補助人の同

意を得なければならない旨の審判がなければ、補助人の同意を得るこ

とを要しない。〔25-4-エ、令5-4-オ〕 

 

 〇 

4 補助開始の審判がされたときは、被補助人の行為能力は当然に制限さ

れる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

5 補助開始の審判及び代理権付与の審判により、特定の法律行為につい

て補助人に代理権のみが付与された場合において、被補助人が当該法

律行為を単独で行ったときは、補助人はこれを取り消すことができ

る。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 

6 家庭裁判所は、精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況に

ある者について、保佐開始の審判をすることはできない。［令3-4-

エ］ 

 

 〇 

7 後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人であるときは、

家庭裁判所は、その本人に係る保佐開始の審判を取り消さなければな

らない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 ○ 

8 家庭裁判所は、被保佐人の請求により、被保佐人が日用品の購入をす

る場合にはその保佐人の同意を得なければならない旨の審判をするこ

とができる。〔令3-4-オ〕 

 × 
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【行為能力の比較】 

 

 
未 成 年 者 成年被後見人 被 保 佐 人 被 補 助 人 

意義 

（注 1） 
18 歳未満の者 

精神上の障害によ

り事理を弁識する

能力を欠く常況に

ある者 

精神上の障害によ

り事理を弁識する

能力が著しく不十

分である者★6 

精神上の障害によ

り事理を弁識する

能力が不十分であ

る者 

行為 

能力 

原

則 

法律行為をするに

は法定代理人の同

意が必要（５Ⅰ本

文） 

自ら法律行為をす

ることはできない

（９本文） 

自ら法律行為をす

ることができる 

 

自ら法律行為をす

ることができる 

 

例

外 

①単に権利を得、

又は義務を免れ

る行為（５Ⅰ但

書） 

②許可された財産

の処分（５Ⅲ） 

③許可された営業

に 関 す る 行 為

（６） 

日用品の購入その

他日常生活に関す

る行為は単独です

る こ と が で き る

（９但書）★1 

13 条１項列挙の

行為については保

佐人の同意を要す

る。（注 2） 

ただし、日用品の

購入その他日常生

活に関する行為は

単独ですることが

できる★2 

13 条１項列挙の

行為の中から家庭

裁判所が定めた特

定の一部の行為に

ついて補助人に同

意権が与えられた

場合は補助人の同

意 を 要 す る （ 17

Ⅰ）★3（注 3） 

 

（注1）後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人又は被補助人であるときは、家

庭裁判所は、その本人に係る保佐開始又は補助開始の審判を取り消さなければならない

（19Ⅰ）。★7 

∵ 11条但書、15条１項但書とともに、19条１項は、成年後見、保佐、補助の制度が抵触、

重複しないよう配慮したものである。★6 

 

（注2）家庭裁判所は、被保佐人の請求により、13 条１項各号に掲げる行為以外の行為をする

場合であってもその保佐人の同意を得なければならない旨の審判をすることができる

（13 Ⅱ本文・11 本文） 

→ ただし、日用品の購入その他日常生活に関する行為については、同意を要する旨の

審判をすることはできない（13Ⅱ但書・９但書）。★8 

 

（注3）補助開始の審判に当たり、現行法は三つの選択肢を設けている。すなわち、 

①「特定の法律行為」について補助人に同意権を付与する方法（同意権付与の審判）、 

②「特定の法律行為」について補助人に代理権を付与する方法（代理権付与の審判）、 

③ 上記①②の双方を認める方法である（15Ⅲ）。 

 

そして、補助人に代理権のみが与えられたときは、被補助人の行為能力は制限されない

から、被補助人は補助人に代理権が付与された行為を含めてすべての行為を単独で有効に

行うことができる（基コンメ・親族Ｐ281）。★4.5 
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【後見・保佐・補助の比較】 

1 家庭裁判所は、本人の請求によっても後見開始の審判をすることがで
きる。［令3-4-ア］ 
 

 〇 

2 精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者の四親等
の親族は、その者について後見開始の審判の請求をすることができ
る。〔25-4-ウ〕 
 

 〇 

3 検察官は、補助開始の審判の請求をすることができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

4 本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには、本人の同意が
なければならない。［令6-20-ア］ 
 

 〇 

5 成年被後見人は、成年後見人の同意を得てした行為も取り消すことが
できるが、被保佐人は、保佐人の同意を得てした行為を取り消すこと
ができない。〔9-1-1（5-8-3、19-6-エ）〕 
 

 〇 

6 成年後見人は、成年被後見人の財産を管理し、かつ、その財産に関す
る法律行為について成年被後見人を代表するが、保佐人は、保佐開始
の審判とは別に、保佐人に代理権を付与する旨の審判があった場合に
限り、特定の法律行為についての代理権を有する。〔25-4-イ〕 
 

 〇 

7 成年後見人Ｂが成年被後見人Ａの法定代理人として不動産を購入する
には、Ｂにその代理権を付与する旨の家庭裁判所の審判がなければな
らない。〔29-4-オ〕 
 

 × 

8 成年被後見人が成年後見人の同意を得てした不動産の取得を目的とす
る売買契約は、行為能力の制限を理由として取り消すことができな
い。［令5-4-ア］ 
 

 × 

9 保佐人は、保佐開始の審判により、被保佐人の財産に関する法律行為
について被保佐人を代表する。［令5-4-ウ］ 
 

 × 

10 補助人は、家庭裁判所の審判により、特定の法律行為についての代理
権を付与されることがある。〔15-4-オ〕 
 

 〇 

11 保佐人の同意を得ることを要する行為につき、被保佐人の利益を害す
るおそれがないにもかかわらず、保佐人が同意をしない場合、家庭裁
判所は、被保佐人の請求により、保佐人の同意に代わる許可を与える
ことができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 
（13Ⅲ） 

12 家庭裁判所は、被保佐人が民法第13条第１項各号に掲げる行為以外の
行為をする場合であっても、その保佐人の同意を得なければならない
旨の審判をすることはできない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

13 補助開始の審判とともに同意権付与の審判をするに当たり、補助人の
同意を得なければならないものとすることができる行為は、民法第13
条第１項に規定する行為の一部に限られる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 ○ 

14 保佐開始の審判をするには、本人以外の者が請求する場合であって
も、本人の同意を得ることを要しない。［令5-4-エ］ 

 〇 

15 家庭裁判所が、本人以外の者の請求によって、本人のために特定の法
律行為について保佐人に代理権を付与する旨の審判をするには、本人
の同意がなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 〇 
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16 精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者について、
家庭裁判所は、同意権も代理権も付与されない補助人を選任すること
ができる。［司法試験過去問］［令6-20-イ改題］ 

 × 

 

【後見・保佐・補助の比較】 

 
後 見 保 佐 補 助（注） 

開
始
の
手
続 

請求権者 
★1.2.3 

本人、配偶者、 
４親等内の親族、 

未成年後見人、未成年後見監督人、
保佐人、保佐監督人、 
補助人、補助監督人 

又は検察官 

本人、配偶者、 
４親等内の親族 

後見人、後見監督人、 
 

補助人、補助監督人 
又は検察官 

本人、配偶者、 
４親等内の親族 

後見人、後見監督人、 
保佐人、保佐監督人 

 
又は検察官 

本人の同意 不 要 不 要 ★14    必 要 ★4 

同
意
権 

付与の審判 

 

 

 

 

 

 

 

★8 

不 要 必 要 

本人の同意  必 要 

同意権の範囲 

13Ⅰの行為 
13Ⅱの行為★12 

※日常生活に関する
行為を除く 

特定の法律行為 
（13Ⅰの一部に限る）

★13 
※日常生活に関する行

為を除く 

同意に代わる許可 ○ ★11 ○ 

取
消
権 

取消の対象 
★5 

全ての財産的法律行為 
※日常生活に関する行為を除く 

同意を得ずに行った行為 
※日常生活に関する行為を除く 

同意を得ずに行った行為 
※日常生活に関する行為を除く 

取消権者 
本 人 

成年後見人 
本 人 
保佐人 

本 人 
同意権の付与された補助人 

代
理
権 

付与の審判 
★6.7.9.10 

不 要  
必 要  
★9 

必 要 

本人の同意  
必 要 
★15 

必 要 

代理権の範囲 
全ての財産的法律行為 
（日常生活に関する行
為を含む） 

特定の法律行為 
（ 13Ⅰの行為に限ら
ない） 

特定の法律行為 
（13Ⅰの行為に限らな
い） 

 

（注）補助開始の審判は、補助人への同意権又は代理権を付与する審判とともにしなければな

らない（15Ⅲ）。補助人の選任は、高度な判断能力を要する契約の締結などについて保

護を可能とするためのものだからである。★16 
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【職権で行うことの可否】 

 

1 家庭裁判所は、職権で成年後見人を選任することはできない。 

［令3-4-イ］ 

 × 

2 家庭裁判所は、成年被後見人について精神上の障害により事理を弁識

する能力を欠く常況にあるとはいえなくなったときは、職権で、後見

開始の審判を取り消さなければならない。［令3-4-ウ］ 

 

 × 

 

【保佐人の同意が必要な行為（13条１項）】 

 

1 被保佐人が贈与をする場合には、保佐人の同意を得なければならな

い。〔25-4-エ〕 

 

 〇 

2 Ａが被保佐人であっても、Ｂと遺産分割の協議をするについては、保

佐人の同意を要しない。〔7-21-エ（30-22-オ）〕 

 

 × 

3 被保佐人が、保佐人の同意を得ずに、貸付金の弁済を受けた行為は、

取り消すことができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

元本の領収に当

たる 

4 被保佐人は、保佐人の同意又はこれに代わる許可を得ずに貸付金の元

本を領収した場合には、当該行為を取り消すことができない。〔ｵﾘｼﾞ

ﾅﾙ〕 

 

 × 

5 被保佐人が他の制限行為能力者の所有する不動産の売買契約を当該制

限行為能力者の法定代理人として締結する場合には、保佐人の同意を

得なければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

6 被保佐人は、消費貸借契約により金銭を借り受ける場合には、その保

佐人の同意を得ることを要するが、保証契約により保証債務を負担す

る場合には、その保佐人の同意を得ることを要しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

7 被保佐人がする相続の放棄については、保佐人の同意を得なければな

らないが、被保佐人がする遺産の分割については、保佐人の同意を得

ることを要しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 
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【職権で行うことの可否】 

 

 後見開始の審判 
成年後見人を選任する

こと 

後見開始の審判の取消

し 

家庭裁判所の職

権で行うこと 
×（7） 〇（843Ⅰ）★1 ×（10）★2 

 
【保佐人の同意が必要な行為（13条１項）】 
 

13条列挙事由 及び 意義 補足 

① 元本を領収し、又は利用すること（１号）★3.4 

法定果実を生ずべき財産を受領したり、利用すること 

利息の領収、賃料の領収は該当

しない 

② 借財又は保証をすること（２号） ★6 

金銭を借りたり、他人の債務を保証すること 

時効完成後の債務の承認等 

も該当する 

③ 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的

とする行為をすること（３号） 

抵当権を設定すること 

も該当する 

④ 訴訟行為をすること（４号） 

民事訴訟において原告となり訴訟を遂行する一切の

行為をいう。 

相手方の提起した訴えについて

訴訟行為をする場合（応訴）は

該当しない 

⑤ 贈与★1、和解、仲裁合意をすること（５号） 
贈与を受けることは該当しない 

⑥ 相続の承認・放棄又は遺産分割をすること（６号） 

  ★2．7 
 

⑦ 贈与・遺贈を拒絶し、又は負担付贈与・負担付遺贈

を受けること（７号） 
 

⑧ 建物に関して新築、改築、増築又は大修繕をなす契

約を締結すること（８号） 

左記の行為について、他人と契

約を締結することである。 

⑨ 民法602条の短期賃貸借を超える賃貸借契約を締結す

ること（９号） 

山林 10年、土地５年、建物３

年、動産６か月が該当する 

⑩ 上記①～⑨の行為を制限行為能力者（未成年者、成

年被後見人、被保佐人及び17条１項の審判を受けた

被補助人）の法定代理人としてすること ★5 

 

 

⑩について 

 本人 Ｂ         

 

 

親権者 Ａ              第三者 

（被保佐人）   ②代理行為 

     ① 同意 

 

保佐人 Ｃ 
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【制限行為能力者の法律行為の相手方の催告権（20条）】 
1 未成年者Ａが、Ａ所有のパソコン甲をＡの唯一の親権者Ｂの同意なく

成年者Ｃに売る契約（以下「本件売買契約」という。）を締結した事
例に関して、Ａが成年に達する前に、ＣがＢに対し１か月以上の期間
を定めて本件売買契約を追認するかどうか催告したにもかかわらず、
Ｂがその期間内に確答を発しなかったときは、Ａは、本件売買契約を
取り消すことができない。〔23-4-オ（56-1-5）〕 
 

 〇 

2 
 

被保佐人が保佐人の同意を得ることなく売買契約を締結した後、配偶
者の請求により保佐開始の審判を取り消された場合、その後、売買契
約の相手方から１か月以上の期間内に当該売買契約を追認するか否か
を確答すべき旨の催告を受けたにもかかわらず、その期間内に確答を
発しないときは、当該売買契約を追認したものとみなされる。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

3 成年被後見人Ａが成年後見人Ｂの同意を得ないで不動産を購入した場
合において、その売主がＡに対し１か月以内にＢの追認を得るべき旨
の催告をしたにもかかわらず、Ａがその期間内にその追認を得た旨の
通知を発しないときは、その売買契約を取り消したものとみなされ
る。〔29-4-イ〕 
 

 × 

4 被保佐人Ａが保佐人Ｂの同意を得ないで不動産を購入した場合におい
て、その売主がＡに対し１か月以内にＢの追認を得るべき旨の催告を
したにもかかわらず、Ａがその期間内にその追認を得た旨の通知を発
しないときは、その売買契約を取り消したものとみなされる。                  
〔29-4-イ〕        
 

 ○ 

5 Ａは、Ｂとの間で、Ｂ所有の不動産を代金1000万円で購入する旨の契
約を締結した。Ａが成年被後見人であった場合、ＢがＡの成年後見人
Ｃに対して１か月の期間内にＡの行為を追認するか否かを確答すべき
ことを催告し、Ｃがこの期間内に確答を発しなかったときは、Ａの行
為を取り消したものとみなされる。［司法試験過去問］ 
 

 × 

 
【制限行為能力者の詐術（21条）】 

1 成年被後見人又は被保佐人が相手方に能力者である旨誤信させるため
詐術を用いた場合、成年後見人は、成年被後見人の行為を取り消すこ
とができるが、保佐人は、被保佐人の行為を取り消すことができな
い。〔9-1-4〕 
 

 × 

2 成年被後見人が契約を締結するに当たって、成年後見に関する登記記
録がない旨を証する登記事項証明書を偽造して相手方に交付していた
場合には、相手方がその偽造を知りつつ契約を締結したとしても、そ
の成年後見人は、成年被後見人の行為能力の制限を理由として当該契
約を取り消すことができない。〔19-6-オ〕 
 

 × 

3 未成年者Ａが、Ａ所有のパソコン甲をＡの唯一の親権者Ｂの同意なく
成年者Ｃに売る契約を締結した。本件売買契約を締結するに際し、Ａ
とＣとの間でＡの年齢について話題になったことがなかったため、Ａ
はＣに自己が未成年者であることを告げず、ＣはＡが成年者であると
信じて本件売買契約を締結した場合には、Ａは、本件売買契約を取り
消すことができない。〔23-4-ア〕 
 

 × 

4 未成年者と契約をした相手方が、その契約締結の当時、その未成年者
を成年者であると信じ、かつ、そのように信じたことについて過失が
なかった場合には、その未成年者は、その契約を取り消すことはでき
ない。 〔27-4-ウ〕 
 

 × 

5 未成年者が金銭を借り受けるに際し、自己が未成年であることを黙秘
していた場合において、それが他の言動などとあいまって相手方の誤
信を強めることとなったときは、未成年者はその行為を取り消すこと
ができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 
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【制限行為能力者の法律行為の相手方の催告権（20条）】 

 

＜制度趣旨＞ 

制限行為能力者のした法律行為は、追認又は取消しがあるまで効力が確定せず、不安定であ

る。この不安定な状態から相手方を救済するため規定された。 

 

制限行為能力者 催告の時期 催告の相手方 確答不発信の効果 

未成年者 
制限行為能力者である間 法定代理人 追認擬制（Ⅱ）★1（注） 

行為能力者となった後 本人 追認擬制（Ⅰ）★ 

成年被後見人 
制限行為能力者である間 成年後見人★3 追認擬制（Ⅱ）★5（注） 

行為能力者となった後 本人 追認擬制（Ⅰ） 

被保佐人 
制限行為能力者である間 

本人 取消擬制（Ⅳ）★4 

保佐人 追認擬制（Ⅱ） 

行為能力者となった後 本人 追認擬制（Ⅰ）★2 

被補助人 
制限行為能力者である間 

本人 取消擬制（Ⅳ） 

補助人 追認擬制（Ⅱ） 

行為能力者となった後 本人 追認擬制（Ⅰ） 

（注）参考 

特別の方式を要する行為については（ex．後見監督人の同意）、通知を発しないときは、

その行為を取り消したものとみなす（20Ⅲ）。 

 

【制限行為能力者の詐術（21条）】 

＜制度趣旨＞ 

制限行為能力者のした法律行為の相手方の救済及び取引保護と同時に、詐術を用いた制限行

為能力者に対する制裁として、取消権そのものを否定するという効果を与えた。 

（法定代理人等の取消権も消滅する）。★1 

 

＜詐術＞ 

論点 事例 要件を満たすか 

自己の能力を

偽る例 

「自分は未成年者だが、法定代理人の同意を得た」 

と偽った場合 
〇 

黙秘 

制限行為能力者であることを黙秘していただけの場

合（最判昭44.2.13）★3.4 
× 

黙秘が制限行為能力者の他の言動などと相俟って相

手方を誤信させ、又は誤信を強めたものと認められ

た場合（最判昭44.2.13）★5 

〇 

誤信しなかっ

た場合 

制限行為能力者が詐術を用いたとしても相手方が誤

信しなかった（だまされなかった）場合★2 
× 
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第３款 不在者・失踪宣告 

【不在者の財産管理】 

1 Ａの父Ｂが旅行中、船舶事故に巻き込まれたまま生死不明になった場

合、Ｂが事故に遭遇してから１年が経過しなくても、Ａは、家庭裁判

所に対しＢのために不在者の財産管理人の選任を請求することができ

る。〔7-2-イ〕 

 

 〇 

2 家庭裁判所が不在者Ａの財産管理人としてＤを選任した場合におい

て、ＤがＡ所有の財産の管理費用に充てるためにＡの財産の一部であ

る不動産を売却するときは、Ｄは、これについて裁判所の許可を得る

必要はない。〔22-4-イ〕 

 

 × 

3 不在者Ａが財産管理人Ｄを置いた場合において、ＤがＡ所有の財産の

管理を著しく怠っているときは、家庭裁判所は、Ａの生存が明らかで

あっても、利害関係人の請求により、管理人の任務に適しない事由が

あるとしてＤを改任することができる。〔22-4-エ〕 

 

 × 

4 不在者が管理人を置いた場合には、その不在者の生死が明らかでなく

なったとしても、利害関係人は、その管理人の改任を家庭裁判所に請

求することができない。〔28-4-１〕 

 

 × 

5 不在者の財産の管理人(以下「管理人」という。)に関し、不在者が管

理人を置いていない場合においても、その不在者が生存していること

が明らかであるときは、利害関係人は、管理人の選任を家庭裁判所に

請求することができない。〔28-4-2〕 

 

 × 

6 不在者の財産の管理人(以下「管理人」という。)に関し、家庭裁判所

が管理人を選任した後、不在者が従来の住所において自ら管理人を置

いた場合には、家庭裁判所が選任した管理人は、その権限を失う。 

 〔28-4-3〕 

 × 

7 不在者の財産の管理人(以下「管理人」という。)に関し、家庭裁判所

が選任した管理人は、家庭裁判所の許可を得ないで、不在者を被告と

する建物収去土地明渡請求を認容した判決に対し控訴することができ

る。〔28-4-4〕 

 ○ 

8 家庭裁判所が選任した不在者の財産の管理人は、保存行為であれば、

裁判上の行為であるか裁判外の行為であるかを問わず、家庭裁判所の

許可なくすることができる。［令2-4-エ］ 

 

 〇 

9 家庭裁判所が不在者Ａの財産の管理人としてＢを選任した場合におい

て、Ａが被相続人Ｃの共同相続人の一人であるときは、Ｂは、Ａを代

理してＣの他の共同相続人との間でＣの遺産について協議による遺産

分割をするためには、家庭裁判所の許可を得る必要はない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

10 不在者の財産の管理人(以下「管理人」という。)に関し、家庭裁判所

が選任した管理人がその権限の範囲内において不在者のために行為を

したときは、家庭裁判所は、不在者の財産の中から、管理人に報酬を

与えなければならない。〔28-4-5〕 

 

 × 

11 家庭裁判所は、不在者の財産の管理人と不在者との関係その他の事情

を考慮し、当該管理人に対し、不在者の財産の中から報酬を与えるこ

とも、与えないこともできる。［令2-4-オ］ 

 〇 
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【不在者の財産管理】 

 

財産管理人を置かなかった場合 

＝財産管理をする人がいない状態

で不在者となった 

不在者が財産管理人を置いた場合 

＝財産管理をする人がいる状態で不在

者となった 

家庭裁判所 

の関与 

利害関係人又は検察官の請求によ

り、財産管理人の選任その他の必

要な処分をする（25Ⅰ前段)（注1) 

① 財産管理人の権限が消滅した場合 

→ 利害関係人又は検察官の請求によ

り、財産管理人の選任その他の必

要な処分をする（25Ⅰ後段） 

上記による命令後、本人が管理人

を置いたとき 

→ 家庭裁判所は、その管理人、

利害関係人又は検察官の請求

により、その命令を取り消さ

なければならない。★6 

② 不在者の生死が不明となった場合 

 

→ 利害関係人又は検察官の請求によ

り、財産管理人を改任することが

できる（26）★3.4 

財産管理人 

の関与 

（注３） 

① 保存行為、及び 

② 物又は権利の性質を変えない

範囲内の利用・改良行為（28・

103）（注２） 

不在者が定めた権限  

（注１） 

・「不在者」とは、従来の住所又は居所を去った者をいい（25）、生死が不明であることは、

要件となっていない。★5 

・不在者の制度は、失踪宣告制度の前段階として、本人が生存しているものと推測して残留財

産を管理し本人の帰りを待つというものであるから、失踪宣告のような時間的制限はない。

★1 

 

（注２） 家庭裁判所の許可の要否 

 家庭裁判所の許可

の要否 

裁判所が選任した

管理人 

保存行為・利用行為・改良行為を必要とするとき 不要 ★8 

処分行為を必要とするとき 必要（28 前段） 

不在者が選任した 

管理人 

不在者の生死が明らかでない場合において、 

その管理人が不在者が定めた権限を超える行為を

必要とするとき 

必要（28 後段） 

上記以外 不要 

＜具体例＞ 

不在者を被告とする建物収去土地明渡請求を認容した第一審判決に対し

控訴する場合（最判昭 47.9.1）。 
不要★7 

不在者の不動産を売却する行為［平 22-4-イ］ 必要★2 

不在者を代理して遺産分割協議をする行為 必要★9 

 

□財産管理人の報酬 

家庭裁判所は、管理人と不在者との関係その他の事情により、不在者の財産の中から、相

当な報酬を管理人に与えることができる（29Ⅱ）。★11 

→ 常に報酬が与えられるわけではない。★10 
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【失踪宣告の要件及び効果（30 条・31 条）】 

 

1 Ａの父Ｂが旅行中、船舶事故に巻き込まれたまま生死不明になった場

合、Ｂが事故に遭遇してから１年が経過すれば、Ａは、家庭裁判所に

対し、Ｂについての失踪宣告を請求することができる。〔7-2-ア〕 

 

 〇 

2 Ａの父Ｂが旅行中、船舶事故に巻き込まれたまま生死不明になった場

合、Ｂが事故に遭遇して生死不明になったことを理由として、Ａの請

求により失踪宣告がされた場合には、Ｂは、事故から１年を経過した

時に死亡したものとみなされる。〔7-2-ウ〕 

 

 × 

3 不在者の生死が7 年間明らかでないときは、利害関係人だけでなく検

察官も、家庭裁判所に対し、失踪の宣告の請求をすることができる。 

［令2-4-ア］ 

 

 × 

 

4 Ａの父Ｂが旅行中、船舶事故に巻き込まれたまま生死不明になった場

合、Ｂが事故に遭遇する前に既にＢのために財産管理人が選任されて

いる場合には、Ａは、Ｂにつき失踪宣告の請求をすることができな

い。〔7-2-エ〕 

 × 

5 不在者Ａが家庭裁判所から失踪宣告を受けた後に、ＡがＥに100万円

を貸し渡した場合は、当該金銭消費貸借契約は、当該失踪宣告が取り

消されなくても有効である。〔22-4-ウ〕 

 

 〇 

6 Ａは、Ｂと婚姻をしていたが、ある日、Ｂが家を出たまま行方不明と

なった。Ｂの失踪宣告がされた場合、Ｂが死亡したものとみなされる

７年の期間満了の時より前に、Ａが、Ｂが既に死亡したものと信じて

行ったＢの財産の売却処分は、有効とみなされる。〔14-1-2〕 

 

 × 
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【失踪宣告の要件及び効果（30条・31条）】 

 

 普 通 失 踪 特 別 失 踪 

要件 

① 失踪者の生死が７年間不分明で

あること 

① 死亡の原因たる危難に遭遇した者の

生死が当該危難の去った後１年間不分

明であること★1 

② 利害関係人の請求があること 

③ 家庭裁判所の審判があること 

② 利害関係人の請求があること 

③ 家庭裁判所の審判があること 

注意点

① 
財産管理人選任の有無にかかわらず、失踪宣告の請求をすることができる。★4 

注意点

② 
検察官は、失踪宣告の申立てをすることはできない。★3 

効果 
失踪期間満了の時に死亡したものと

みなされる。★6（注） 

危難の去った時に死亡したものとみなさ

れる。★2（注） 

 

（注）失踪宣告が生じたとしても、失踪者本人の権利能力が消滅するわけではない。★5 
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【失踪宣告の取消し】 

1 Ａは、Ｂと婚姻をしていたが、ある日、Ｂが家を出たまま行方不明と

なった。Ｂの失踪宣告がされた後、Ｂが家出した日に交通事故で死亡

していたことが判明した場合、Ｂが死亡したとみなされる時期は、Ｂ

の失踪宣告が取り消されなくとも、現実の死亡時期にまでさかのぼ

る。〔14-1-3〕 

 

 × 

2 Ａは、Ｂと婚姻をしていたが、ある日、Ｂが家を出たまま行方不明と

なった。Ｂの失踪宣告がされた後、Ｂが生存していたことが判明した

場合、Ｂの失踪宣告が取り消されない限り、Ａは、相続により取得し

たＢの遺産を返還する必要はない。〔14-1-4〕 

 

 〇 

3 Ａは、Ｂと婚姻をしていたが、ある日、Ｂが家を出たまま行方不明と

なった。Ｂの失踪宣告がされた後、Ａが死亡し、その後にＢの失踪宣

告が取り消された場合、Ｂは、Ａの遺産を相続することはない。 

〔14-1-5〕 

 × 

4 Ａの父Ｂが旅行中、船舶事故に巻き込まれたまま生死不明になった場

合、Ｂが事故に遭遇して生死不明になったことを理由として、Ｂにつ

いて失踪宣告がされた後、Ｂが事故後も生存していたことが証明され

た場合には、Ａは、失踪宣告によりＡが相続したＢの財産を善意で取

得した者がいるときを除いて、失踪宣告の取消しを請求することがで

きる。〔7-2-オ〕 

 × 

5 Ａが失踪宣告を受け、Ａの妻Ｂが生命保険金を受け取り、Ｂは、受け

取った生命保険金を費消した。その後、Ａが生存することが明らかに

なったため、失踪宣告は取り消された。Ｂが生命保険金を費消した際

にＡの生存について善意であったとしても、遊興費として生命保険金

を費消した場合には、Ｂは、保険者に対し、費消した生命保険金の相

当額を返還しなければならない。〔18-5-ア〕 

 

 × 

6 Ａについて失踪の宣告がされた後、当該失踪の宣告により死亡したも

のとみなされた時とは異なる時にＡが死亡したことが証明された場合

には、家庭裁判所は、利害関係人の請求により、当該失踪の宣告を取

り消さなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

 

【失踪宣告と転得者】 

Ａが失踪宣告を受け、Ａの妻ＢがＡの土地を相続した。Ｂは、相続した土地をＣに売却し

た。その後、Ａが生存することが明らかになったため、失踪宣告は取り消された。 

 

1 ＢがＣに土地を売却した際にＡの生存について悪意であったときは、

Ｃが善意であっても、Ａについての失踪宣告の取消しにより、Ｃは、

当該土地の所有権を失う。〔18-5-ウ〕 

 

 〇 

2 ＢがＣに土地を売却した際、ＢとＣがともにＡの生存について悪意で

あった場合において、ＣがＤに土地を転売したときは、ＤがＡの生存

について善意であったとしても、Ａについての失踪宣告の取消しによ

り、Ｄは、当該土地の所有権を失う。〔18-5-エ〕 

 

 〇 
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3 ＢがＣに土地を売却した際、ＢとＣがともにＡの生存について善意で

あった場合において、ＣがＡの生存について悪意であるＤに土地を転

売したときは、Ａについての失踪宣告の取消しにより、Ｄは、当該土

地の所有権を失う。〔18-5-オ〕 

 × 

 

【失踪宣告の取消し】 

要 件 

① 失踪者が生存していること 

又は失踪宣告によって死亡されたものとされる時と異なる時に死亡したこ 

とが立証されたこと ★6 

② 本人又は利害関係人の請求があること 

③ 家庭裁判所の審判があること 

効 果 

原則 
失踪宣告から生じた法律関係は遡及的に消滅する★3（注1） 

→善意の不当利得者の返還義務は現存利益に制限される（32Ⅱ但）（注2） 

例外 

取消し前に当事者が善意でした行為は効力を失わない（32Ⅰ後段）（注3） 

※ 当該行為が契約である場合には、当事者双方が善意であることを要する

（大判昭13.2.7）。 

 （注1）失踪宣告後生存が判明しても、失踪宣告は取り消されない限りその効力を失わない 

     ★1.2 

（注2）現存利益の具体例 

債務の弁済、生活費等にあてた場合 
現存利益あり→返還必要 

（大判昭7.10.26） 

浪費した場合 
現存利益なし→返還不要 

（最判昭50.6.27）★5 

（注3）善意で取得した者がいたとしても失踪宣告の取消しを請求できる。★4 

 

【失踪宣告と転得者】 

 

①失踪宣告 

↓   ②相続        ③売買       ④転売 

Ａ          Ｂ         Ｃ         Ｄ 登 記 

↑ 

⑤生存判明により失踪宣告取消し 

○＝不動産を取得できる ×＝取得できない 

 
Ａの生存についての善意・悪意 

Ｃの不動産取得 Ｄの不動産取得 
Ｂ Ｃ Ｄ 

ケース１ 善意 善意 善意 ○ ○ 

ケース２ 善意 善意 悪意 ○      ○ ★3 

ケース３ 悪意 善意 善意      × ★1 争いあり 

ケース４ 悪意 悪意 善意 ×      × ★2 

ケース５ 善意 悪意 悪意 × × 

ケース６ 善意 悪意 善意 × × 

ケース７ 悪意 善意 悪意 × × 

ケース８ 悪意 悪意 悪意 × × 
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第２節 法人 

 

【団体の比較】 

1 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の一般社団法人におい

ては、構成員が団体に拠出した不動産も、団体の名義で登記をするこ

とができる。〔11-1-ア〕 

 

 〇 

2 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の一般社団法人は、営

利（剰余金の分配）を目的としない。〔11-1-オ〕 

 

 〇 

3 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の一般社団法人の構成

員の債権者は、その債権に基づき、構成員が団体に拠出した財産を差

し押さえることはできない。〔11-1-イ〕 

 

 〇 

4 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の一般社団法人の債権

者は、その債権に基づき、構成員の個人財産を差し押さえることはで

きない。〔11-1-ウ（61-1-5）〕 

 

 〇 

5 一般社団法人は、設立登記が成立要件である。 

〔11-1-エ（55-16-5）〕 

 

 〇 

6 権利能力なき社団が第三者に対して債務を負っている場合において、

債権者は第一次的に社団の財産から弁済を受けることができ、各構成

員からは補充的にその弁済を受けることができる。 

〔3-4-ウ（11-1-ウ）〕 

 

 × 

7 権利能力なき社団は、団体の設立登記が成立要件である。 

〔11-1-エ〕 

 

 × 

8 権利能力なき社団所有の不動産を登記する場合、代表者の個人名義で

登記するしか方法はない。〔3-4-イ（11-1-ア）〕 

 

 × 

9 民法上の組合の債権者は、その債権に基づき、組合員の個人財産を差

し押さえることはできない。〔11-1-ウ〕 

 × 

 

10 民法上の組合の組合員の債権者は、その債権に基づき、組合員が組合

に拠出した財産を差し押さえることはできない。〔11-1-イ〕 

 

 〇 

 

 

【権利能力なき社団の法律関係（民事訴訟）】 

1 権利能力なき社団自身が訴訟当事者となり得るのでその代表者は訴訟

当事者とはなり得ない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 
 

 × 

最判昭47.6.2 
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【団体の比較】 

 一般社団法人 

一般財団法人 
権利能力なき社団 組 合 

成立要件 
手続の履行＋登記 

★5 

権利能力なき社団の

成立要件を備えるこ

と ★7 

組合契約の締結 

（667Ⅰ） 

団体の目的 

目的の制限はない  

但し、剰余金の分配

を目的にしてはなら

ない（一般法人 11Ⅱ）

★2 

目的の制限はない 目的の制限はない 

法人格 ○ × × 

団体名義での 

不動産登記  
   ○ ★1 

× 

（注1） 
× 

団体の財産について 

構成員は持分を有するか 
× 

× 

（総有） 

△ 

（合有） 

団体の債務について 

構成員が責任を負うか 
   × ★4 

× 

（注2） 

○ 

（675）★9 

構成員の債務について

団体が責任を負うか 
   × ★3 × 

× 

（676Ⅰ）★10 

 

（注1）権利能力なき社団の登記能力（不動産の公示方法）★8 

① 権利能力なき社団名義 × 

② 社団代表者たる肩書付の代表者個人名義（先例） × 

③ 代表者個人名義（最判昭47.6.2） ○ 

④ 社団構成員全員の共有名義（先例） ○ 

⑤ 代表者以外の構成員個人名義（判例） ○ 

 

（注2）社団の債務について判例は、社団への総有的帰属ということを理由として、構成員は

原則として取引の相手方に対して固有財産による個人的債務ないし責任を負わないとする

（構成員の有限責任）。したがって、社団の債権者は各構成員から補充的にも弁済を受け

ることはできない（最判昭48.10.9）。★6 

 

【権利能力なき社団の法律関係（民事訴訟）】 

一般論 
権利能力なき社団は民事訴訟の「当事者能力」を有する（民訴29）が、社団自

身に帰属し得ない権利関係については「当事者適格」が否定される。 

具体的問題 

・権利能力なき社団の資産たる不動産につき登記簿上所有名義人となった代表

者がその地位を失ったときは、新代表者は自ら原告となって旧代表者に対し

当該不動産につき自己の個人名義への所有権移転登記手続を請求することが

できる（最判昭47.6.2）。★1 

・権利能力のない社団は、構成員全員に総有的に帰属する不動産について、そ

の所有権の登記名義人に対し、当該社団の代表者の個人名義に所有権移転登

記手続をすることを求める訴訟の原告適格を有する（最判平26.2.27）。 
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第第２２章章  法法律律行行為為総総説説  
 

【法律行為の意義】 

＜その①＞ 

1 契約の申込み、承諾、遺言はそれぞれ意思表示である。〔22-6-ア〕 

 

 〇 

2 債務の履行の催告は、これを行うことにより、時効の完成が猶予され

ることがあり、解除権の発生という効果が発生することがあるので、

意思表示である。〔22-6-イ〕 

 

 × 

3 遺失物の拾得により、その物の所有権を取得するなどの効果を生じる

ことがあるが、拾得者の意思に効果を認めたものではないので、意思

表示ではない。〔22-6-ウ〕 

 

 〇 

4 債権譲渡の債務者に対する通知は、通知をすることで対抗要件を具備

することができるので、意思表示である。〔22-6-エ〕 

 

 × 

5 ＡがＢに対して甲債権を有している。Ｂが甲債権のＣへの譲渡につい

て承諾をする場合、その承諾は観念の通知である。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

 

＜その②＞ 

6 代理権を有しない者が本人のためにすることを示して契約を締結した

場合、本人がその契約の相手方に対して追認を拒絶する旨を表示する

ことは、法律行為に当たる。［司法試験過去問］ 

 

 〇 

7 債権者が債務者に対してその債務を免除する旨を表示することは、法

律行為に当たる。［司法試験過去問］ 

 

 〇 

8 ２人が互いに同種の目的を有する債務を負担する場合において、双方

の債務が弁済期にあるときに、債務者の一方が相手方に対してその対

当額について相殺をする旨を表示することは、法律行為に当たる。 

［司法試験過去問］ 

 

 〇 

9 債務の消滅時効が完成する前に、債務者が債権者に対してその債務の

承認をする旨を表示することは、法律行為に当たる。 

［司法試験過去問］ 

 

 × 
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【法律行為の意義】 

法律行為 

意思表示（一定の法律効果に向けられた意思の外部への表明）を要素とする

私法上の法律要件  

 

例）★1 

契約の申込みは、承諾により契約を成立させる効果を発生させる 

承諾は、申込みを前提に同じく契約を成立させる効果を発生させる 

遺言も、一つの意思表示により死後に財産権移転等の法律効果を生じさせる 

準法律行為 

直接に法律効果の発生を意欲する旨以外の精神作用の表示  

Ⅰ表現行為 精神作用の表示されるもの 

①意思の通知  

一定の意思の通知であるが、法律効果の発生を意思内容としないもの 

例）・制限行為能力者の相手方の催告（20） 

・無権代理行為の相手方の催告（114） 

    ・時効の完成猶予事由としての催告（153）★2 

・弁済受領の拒絶（493但書） 

・契約解除のための催告（541）★2 

 

②観念の通知 ある事実を通知すること 

例）・代理権を与えた旨の表示（109） 

・時効更新事由としての承認（147③） 

・債権譲渡の通知・承諾（467）★4,5 

 

③感情の表示 意思、事実と区別された意味での感情を発表する行為 

 

Ⅱ非表現行為 人の意識内容とは直接関係のない行為のこと 

例）遺失物の拾得における所有の意思 ★3 

事務管理における他人のためにする意思 

 

6～9の解説 

6 追認を拒絶する旨の表示（113Ⅱ）は、無権代理行為の本人への効果帰属を確定的に無効に

する旨の本人の意思表示を要素とし、これに対応する法律効果（効果不帰属の確定）を生

じさせる法律要件であるから、法律行為に当たる。 

7 債務を免除する旨の表示（519）は、債権者が債務者に対して、一方的に、債権を無償で消

滅させる旨の意思表示を要素とし、これに対応する法律効果（債権の消滅）を生じさせる

法律要件であるから、法律行為に当たる。 

8 相殺をする旨の表示（506Ⅰ前段）は、自働債権の債権者が債務者に対して、一方的に、互

いの債権債務を消滅させる旨の意思表示を要素とし、これに対応する法律効果（債務の消

滅）を生じさせる法律要件であるから、法律行為に当たる。 

9 債務の消滅時効が完成する前になされる債務の承認（152）は、単なる債務の存在を承認す

るという債務者の事実認識を通知する「観念の通知」にすぎず、意思表示を要素としない。

また、発生する法律効果も、時効の更新（同Ⅰ）という債務の承認に対応しないものであ

る。したがって、債務の消滅時効が完成する前になされる債務の承認は、法律行為に当た

らない。 
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第第３３章章  意意思思表表示示  
第１節 意思表示の不存在と瑕疵ある意思表示 

【94条２項の第三者の要件】 

1 土地が甲から乙へ、乙から丙へと順次売買された。甲乙間の売買契約

が甲乙の通謀による仮装のものである場合には、丙は、たとえ善意で

あっても、所有権移転の登記を受けていない以上、甲に対してその土

地の所有権を主張することができない。〔57-19-4（19-7-ア）〕 

 

 × 

2 ＡがＢと通謀して、Ａ所有の甲土地をＢに売り渡す仮装の売買契約を

締結した後、ＡからＢへ所有権移転登記がされた場合において、Ｂが

ＡＢ間の仮装売買の事実につき善意のＣに甲土地を売却したが、Ａも

甲土地をＤに譲渡していたときは、Ｃは登記を備えていなくても、Ｄ

に対して甲土地の所有権を主張することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

ＣとＤは対抗関

係に立つ 

3 ＡとＢが通謀して、Ａ所有の甲土地をＢに仮装譲渡し、さらにＢがＣ

に甲土地を転売した場合において、Ｃが、Ｂとの売買契約締結時に

は、ＡＢ間の譲渡が虚偽であることにつき善意であったが、その後悪

意となったときは、Ａは、Ｃに対して、ＡＢ間の甲土地の譲渡が無効

であることを主張することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 

4 ＡがＢと通謀して、Ａ所有の甲建物をＢに売り渡す仮装の売買契約を

締結した後、ＢがＣとの間で甲建物について売買予約契約を締結した

場合、Ｃが当該売買予約契約の締結時においてＡＢ間の仮装売買の事

実につき善意であったときは、Ｃが予約完結権を行使する時に当該事

実につき悪意となっていたとしても、Ａは、Ｃからの甲建物の明渡請

求を拒むことができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

5 原抵当権者と債務者である原抵当権設定者の通謀により、仮装の抵当

権設定契約が締結され、その登記がされた後、原抵当権者が善意の第

三者に対して転抵当権を設定し、その登記がされた場合において、原

抵当権設定者への転抵当権設定の通知又はその承諾がないときは、転

抵当権者は、原抵当権の設定の無効を理由とする原抵当権設定登記の

抹消について承諾義務を負う。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

対抗要件を備え

なくても第三者

と扱われる 

 

【虚偽表示における転得者の保護】 

1 ＡがＢと通謀して、Ａ所有の甲土地をＢに売り渡す仮装の売買契約を

締結した後、Ｃが当該仮装譲渡の事実を知ってＢから甲土地を譲り受

け、更にＤが当該仮装譲渡の事実を知らずにＣから甲土地を譲り受け

た場合、Ａは、Ｄに対し、ＡＢ間の売買契約が無効であることを主張

することはできない。［平11-3-エ（平15-5-イ、平19-7-ウ、平27-5-

イ、令5-5-オ）］ 

 

 〇 
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2 ＡがＢと通謀して、Ａ所有の甲土地をＢに売り渡す仮装の売買契約を

締結した後、Ｃが当該仮装売買の事実を知らずに、Ｂから甲土地を譲

り受け、更にＤがＡＢ間の仮装売買の事実を知った上で、Ｃから甲土

地を譲り受けた場合、Ａは、Ｄに対し、ＡＢ間の売買契約が無効であ

ることを主張することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕（〔11-3-オ〕改題） 

 × 

絶対的構成 

 

【94条２項の第三者の要件】 

 

要件 

① 虚偽表示の外形を信頼して新たに利害関係を取得すること 

② 独立の経済的利益を有すること 

③ 虚偽目的物に対して、法律上の利害関係を有すること 

④ 善意であること 

  ※ 判定時期は、外形行為とは別個の法律原因によって、新たに第三者

が法律上の利害関係をもった時である（最判昭55.9.11）★3（注1） 

注意 
① 「無過失」であることを要しない（大判昭12.8.10）。 

② 「登記」を要しない（最判昭44.5.27)。★1.5（注2） 

 

（注1）通謀虚偽の売買契約における買主が当該契約の目的物について第三者と売買予約契約

を締結した場合、予約権利者が民法94条２項にいう善意であるかどうかは、売買予約契

約の成立時ではなく、予約完結権の行使により売買契約が成立する時を基準として定め

る（最判昭38.6.7）。★4 

 

（注2）比較事例 ★2 

 

 

 

【虚偽表示における転得者の保護】        ○＝Ｄは保護される ×＝保護されない 

 

事例 結論 

 

○ ★1 

（最判昭45.7.24） 

 
○ ★2 

（大判昭6.10.24） 

 

Ａ Ｃ Ｂ 

Ｄ 

虚偽表示 （善意） 

対抗関係 ∴Ｃは登記なくしてはＤに所有権の取得を対抗す

ることができない（最判昭42.10.31）。 

登記 

Ａ Ｂ Ｃ 

（善意） （悪意） 

虚偽表示 第三者 転得者 

Ｄ 

Ａ Ｂ Ｃ 

（悪意） （善意） 

虚偽表示 第三者 転得者 

Ｄ 
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【94条２項の第三者に該当するか】 

＜その①＞ 

Ａは、Ｂと協議の上、譲渡の意思がないにもかかわらず、その所有する甲土地をＢに売り渡す

旨の仮装の売買契約を締結した。 

1 Ｂに対して金銭債権を有する債権者Ｃが、Ａ・Ｂ間の協議の内容を知

らずに、その債権を保全するため、Ｂに代位して、Ｂへの所有権移転

登記をＡに請求した。この場合、Ｃに対してＡによる売買契約の無効

の主張が認められる。〔11-3-ア〕 

 〇 

2 Ｂに対して金銭債権を有する債権者Ｅが、Ａ・Ｂ間の協議の内容を知

らずに、その債権に基づき、甲土地を差し押さえた。この場合、Ｅに

対するＡによる売買契約の無効の主張が認められる。 

〔11-3-ウ（19-7-エ）〕 

 × 

3 Ｂは、甲土地上に乙建物を建築し、Ａ・Ｂ間の協議の内容を知らない

Ｄに乙建物を賃貸した。この場合、Ｄに対するＡによる売買契約の無

効の主張が認められる。〔11-3-イ（15-5-ア）〕 

 〇 

 

＜その②＞ 

4 ＡがＢと通謀して、Ａ所有の甲土地をＢに売り渡す仮装の売買契約を

締結した後、ＣがＢに金銭を貸し付けた場合、Ａは、Ｃに対し、ＡＢ

間の売買契約が無効であることを主張することはできない。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

5 ＡがＢと通謀して、ＢがＡに金銭を貸し付けたように仮装した後、そ

の事情を知らないＣがＢからその貸金債権を譲り受けた場合、Ａは、

Ｃに対し、その債権が不存在であることを主張することができる。 

                        〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

 

6 ＡとＢとが通謀して、Ａ所有の土地をＢに売却したかのように仮装し

たところ、Ａは、売買代金債権を善意のＣに譲渡した。Ｂは、土地の

売買契約が無効であるとして、Ｃからの代金支払請求を拒むことはで

きない。〔15-5-エ（14-17-ア）〕 

 

 〇 

7 Ａ所有の土地について売買契約を締結したＡとＢとが通謀してその代

金の弁済としてＢがＣに対して有する金銭債権をＡに譲渡したかのよ

うに仮装した。Ａの一般債権者であるＤがＡに帰属するものと信じて

当該金銭債権の差押えをした場合、Ｂは、Ｄに対し、当該金銭債権の

譲渡が無効であることを主張することはできない。 

〔15-5-オ（19-７-オ、27-5-ウ）〕 

 〇 

8 ＡがＢと通謀して、Ａ所有の甲土地をＢに売り渡す仮装の売買契約を

締結し、Ｂへの所有権移転の登記をした後、Ｂが甲土地にＣのために

抵当権の設定をした場合、Ｃは、民法第94条第２項の｢第三者｣に当た

る。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

9 Ｂは、Ｃと協議の上、譲渡の意思がないのにもかかわらず、債権をＣ

に仮装譲渡する契約を締結したところ、Ｃは、その債権の取立てのた

めに、Ａに対して債権を譲渡した。Ａは、民法第94条第２項の｢第三

者｣に当たる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 
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10 Ａから土地を賃借したＢがその土地上に甲建物を建築し、その所有権

の保存の登記がされた後に、甲建物についてＢＣ間の仮装の売買契約

に基づきＢからＣへの所有権の移転の登記がされた場合において、Ｂ

Ｃ間の売買契約が仮装のものであることを知らなかったＡが賃借権の

無断譲渡を理由としてＡＢ間の土地賃貸借契約を解除する旨の意思表

示をしたときは、Ｂは、Ａに対し、ＢＣ間の売買契約は無効であり、

賃借権の無断譲渡には当たらない旨を主張することができる。 

〔27-5-オ〕 

 〇 

 

【94条２項の第三者に該当するか】 

94Ⅱの第三者 〇 94Ⅱの第三者 × 

① 不動産が仮装譲渡された後に、その不動

産に抵当権の設定を受けた者 ★8 

② 抵当権を設定したように仮装した後、そ

の抵当権について転抵当権を設定した者 

③ 仮装債権が譲渡された場合の債権譲受人 

★5.6 

④ 債権が仮装譲渡された後に、その債権を

差し押さえた債権者 ★2.7 

⑤ 不動産が仮装譲渡された後に、その不動

産を差し押さえた債権者 （注4） 

① 包括承継人（相続人） 

② 債権が仮装譲渡された後に、さらに債

権取立のために債権を譲り受けた者 

 （注1）★9 

③ 土地が仮装譲渡された後に、仮装譲受

人が建物を建築し、その建物を賃貸し

た場合の建物賃借人（最判昭57.6.8）

★3 （注2） 

④ 土地の賃借人が土地上に建物を建て、

この地上建物を他に仮装譲渡した場合

の土地賃貸人 ★10（注3） 

⑤ 不動産が仮装譲渡された場合の、単な

る債権者 （注4） ★1.4 

 

（注1） 

仮装債権譲渡     取立のために債権譲渡                              

  Ａ            Ｂ         Ｃ         

               Ｙから100万円取れたら、                        

                  Ｃに30万円払う  

債務者Ｙ                      

 

（注2）                 （注3） 

 

     ②建築   ③建物賃貸                ①譲渡（仮装） 

               Ｃ                         Ｃ 

                   

                        賃借権者 Ｂ 

  Ａ      Ｂ              所有権者 Ａ  

①土地の仮装譲渡              → ② 無断譲渡を理由に解除（×） 

 

 

（注4） 

 

   仮装譲渡      債権         仮装譲渡      債権 

Ａ       Ｂ       Ｃ    Ａ       Ｂ       Ｃ 

                 ↓                    ↓ 

                94Ⅱ×              差押え 94Ⅱ〇 

 

所有者 

Ｂ Ｂ 
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【94条２項の第三者に該当するか】 

1 相手方と通じて債権の譲渡を仮装した場合において、仮装譲渡人が債

務者に譲渡の通知をしたときは、仮装譲渡人は、当該債権につき弁済

その他の債務の消滅に関する行為がされていない場合でも、当該債権

譲渡が虚偽であることを知らない債務者に対して当該債権譲渡が無効

であることを主張することができない。〔24-4-エ〕 

 

 × 

2 ＡがＢと通謀して、ＡがＣに対して有する貸金債権をＢに譲渡する旨

の仮装の債権譲渡契約を締結し、当該債権譲渡が仮装であることにつ

き善意のＣが当該債権譲渡につき承諾をした場合において、ＣがＢに

対して弁済をしたときは、Ａは、Ｃに対し、当該債権譲渡契約が無効

であることを主張することができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

 

【94条２項の類推適用】 

1 甲不動産はＡとＢの共有であるが、登記記録上はＡの単独所有とされ

ていたところ、Ａは、Ｃとの間で甲不動産の売買契約を締結し、Ｃへ

の所有権移転登記を経由した。ＡとＢの合意に基づいてＡ単独所有の

登記が経由された場合において、甲不動産がＡとＢの共有であること

をＣが知らなかったときは、Ｂは、Ｃに対し、自己の持分を主張する

ことができない。〔9-10-2〕 

 

 〇 

2 Ａが、その所有する未登記の甲建物が職権によって固定資産税課税台

帳上誤って当時Ａの夫であったＢ名義に登録されたことを知りつつ、

８年間にわたりＢ名義で固定資産税を納入していたところ、Ｂの債権

者Ｃが甲建物をＢ所有と信じて差し押さえた。この場合、ＡはＣに対

して甲建物の所有権がＢにないことを主張することはできない。 

                     〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

（最判昭48.6.28） 

ＡはＢ名義の登

録を黙示に承認

していたため 

帰責性あり 

3 未登記である甲建物の所有者Ａが、Ｂに甲建物の所有権を移転する意

思がないのに、Ｂの承諾を得た上で、甲建物についてＢ名義の所有権

保存の登記をした場合において、その後、Ｂが虚偽の外観につき善意

のＣに甲建物を譲渡したときは、Ａは、Ｃに対し、甲建物の所有権を

主張することができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

4 Ａ所有の甲建物について、ＡＢ間の仮装の売買予約に基づきＢを仮登

記の登記権利者とする所有権移転請求権保全の仮登記がされた後、Ｂ

がＡに無断で当該仮登記に基づく本登記をした場合において、その後

にＢから甲建物を譲り受けたＣが、その当時、当該本登記が真実に合

致したものであると信じ、かつ、そのように信じたことについて過失

がなかったときは、Ｃは、Ａに対し、甲建物の所有権を主張すること

ができる。〔27-5-エ〕 

 

 〇 

5 ＡがＢと通謀して、Ａ所有の甲土地をＢに売り渡す仮装の売買予約を

してＢ名義の所有権移転請求権保全の仮登記をした後、Ｂが、Ａに無

断で所有権移転の本登記をし、更にその事実を過失により知らないＣ

に甲土地を譲渡したときは、ＡはＣに対し、ＡＢ間の所有権移転の本

登記が無効であることを主張することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 
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 【94条２項の第三者に該当するか】 

94Ⅱの第三者 〇 94Ⅱの第三者 × 

債権の仮装譲渡の譲受人に対し、弁済その他

債務を消滅させる行為をした債務者（大判昭

16.11.15参照）★2 

債権が仮装譲渡された場合の債務者★1 

  Ａ          債務者Ｂ 

 

 ①仮装譲渡 

            ②弁済 

      Ｃ 

  Ａ         債務者Ｂ 

         ②請求   →拒否× 

 ①仮装譲渡            

            

      Ｃ 

 

【94条２項の類推適用】 

民法上、公信力は認められていない。すなわち、いくら登記を信頼して取引しても、そ

の取引した相手方が本当の権利者でないのであれば、信頼どおりの権利を取得することは

できないことになっている。 

しかし、それでは、事案によってはあまりにも登記を信頼した第三者に酷で、取引の安

全を害するところから、一定の場合に、外観を信頼した者を保護する規定である94条2項を

類推適用して、当該第三者の保護が図られている。 

すなわち、判例は、虚偽表示にそのまま該当する場合ではなくても、真実の権利者と異

なる者に不動産の登記名義が存し（虚偽の外観の存在）、それが何らかの意味で真実の権

利者の意思にかかわるものである場合には（真実の権利者の帰責性）、その登記を信頼し

た（外観への信頼）第三者を、同条項の類推適用により、真実の権利者の犠牲において保

護しようとしている（最判昭41.3.18、同45.4.16、同45.7.24、同45.9.22等多数）。 

 

事 例 Ｃの保護要件 

 

善意 

（最判昭41.3.18） 

★1.3 

 

善意 

（最判昭45.9.22） 

★2 

 

善意・無過失 

（最判昭43.10.17） 

★4.5 

 

善意・無過失 

（最判昭45.11.19） 

 

Ａ 

 

 

Ｂ 

 

 

Ｃ 

 

 

①ＢがＡの承諾を得ずにＢ名義で登記 第 三 者 

 

 ②Ｂ名義の移転登記 

（不実の登記） 

③知りながら 

放置 

Ａ 

 

 

Ｂ 

 

 

Ｃ 

 

 

第 三 者 

 

 ②Ｂが仮登記から本登

記に勝手に変更 

①Ｂ名義の仮

登記を作出 

Ｃ 

 

 

 

Ａ 

 

 

Ｂ 

 

 

 

①所有権が移転されたが、自

己の指示のミス及び司法書

士のミスにより抵当権設定

の登記 ②譲渡 

Ａ 

 

Ｂ 

 

Ｃ 

 （善意） 

ＡがＢの承諾を得てＢ名義で登記 第 三 者 

 

Ｂ名義の建物保存登記 

（不実の登記） 
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【錯誤に基づく取消しの可否（95条３項）】 

1 

 

ＡのＢに対する意思表示が、法律行為の基礎とした事情についてのそ

の認識が真実に反する錯誤によるものであり、それが法律行為の目的

及び取引上の社会通念に照らして重要なものである場合には、Ａは、

その事情が法律行為の基礎とされていることが表示されていたときで

なければ、錯誤を理由としてその意思表示を取り消すことができな

い。［令3-5-イ］ 

 

 〇 

2 Ａは、Ａ所有の宝石をＢに売り渡す契約を締結したが、重大な過失に

より錯誤に陥っていた場合において、Ａが錯誤に陥っていることをＢ

が知っていたときは、Ａは売買契約の取消しを主張することができ

る。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕［平30-4-エ類似］ 

 

 〇 

3 ＡのＢに対する意思表示が錯誤に基づくものであって、その錯誤が法

律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであり、か

つ、Ａの重大な過失によるものであった場合には、Ａは、ＢがＡに錯

誤があることを知り、又は重大な過失によって知らなかったときであ

っても、錯誤を理由としてその意思表示を取り消すことができない。 

［令3-5-ア］ 

 

 × 

4 ＡのＢに対する意思表示が錯誤に基づくものであって、その錯誤が法

律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであり、か

つ、Ａの重大な過失によるものであった場合には、ＢがＡと同一の錯

誤に陥っていたときであっても、Ａは、錯誤を理由としてその意思表

示を取り消すことができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

5 Ａは、Ｂから彫刻甲を著名な彫刻家Ｃの真作であると信じて購入した

が、実際には、甲は、Ｃの真作ではなかった場合、Ａは、甲がＣの真

作であるという錯誤に陥っているが、Ａは、甲を買う意思でその旨の

意思表示をしているので、意思と表示に不一致はなく、動機の錯誤が

問題となる。〔23-5-ウ〕 

 

 〇 

6 動機の錯誤に基づく錯誤取消しは、動機の表示が表示されていたとき

に限ってすることができるが、その動機の表示は黙示的にされたので

は不十分であり、明示的にされている必要がある。〔23-5-エ改題〕 

 

 × 

7 ＡがＢから融資を受ける際に、連帯保証人を立てることを要求された

ので、Ｃに連帯保証人になることを依頼したところ、ＣがＡの言動か

ら他にも連帯保証人がいると誤信して、Ｂとの間で保証契約を締結し

たが、実際には他に連帯保証人はいなかった場合において、他に連帯

保証人がいることが保証契約の内容となっていないときであっても、

Ｃは、錯誤による取消しを主張することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

最判昭32.12.19 

8 

 

家屋の賃貸人が自ら使用する必要があるとの事由で申し立てた家屋明

渡しの調停が成立した場合において、その後にその事由がなかったこ

とが明らかになったとしても、その事由の存否が調停の合意の内容と

なっていないときは、その調停について、錯誤による取消しを主張す

ることはできない。〔17-4-エ〕 

 

 〇 
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9 ＡがＢに対して財産分与として土地を譲渡した場合、Ａが自己に譲渡

所得税が課されることを知らず、当該財産分与に伴って自己に課税さ

れないことを当然の前提とし、かつ、その旨を黙示的に表示していた

ときであっても、Ａは、当該財産分与について錯誤による取消しの主

張をすることができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

最判平元.9.14 

 

【錯誤に基づく取消しの可否（95条３項）】 

原則 

（取消〇） 

錯誤に基づくものであって、その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通

念に照らして重要なものであるときは、取り消すことができる。（注） 

例外 

表意者に重大な過失がある場合、取り消すことができない  

再例外① 

（取消〇） 

相手方が表意者に錯誤があることを知り、又は重大な過失に

よって知らなかったとき。★2.3 

再例外② 

（取消〇） 
相手方が表意者と同一の錯誤に陥っていたとき。★4 

 

（注）取消の要件（錯誤の類型ごと） 

下記に該当し、かつ「その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なも

の」（95Ⅰ柱書）であること 

表示行為の錯誤 ・ 「意思表示に対応する意思を欠く錯誤」（95Ⅰ①）があること 

動機の錯誤 

・ 「表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真実に

反する錯誤」（95Ⅰ②）であること（95Ⅰ柱書）★5 

・ 「その事情が法律行為の基礎とされていることが表示されていた」

（95Ⅱ）こと ★1 ※  

 

※ 動機の表示に関する判例 

 取消の可否 

動機が黙示的に表示された場合（最判昭29.11.26） 
〇 

★6 

具体例 

① 

自分以外にも連帯保証人がいるものと誤信して、連帯保証人になる

ことを同意した場合（他に連帯保証人がいることが保証契約の内容

となっていない）（最判昭32.12.19） 

× 

★7 

具体例 

② 

家屋の賃貸人が自ら使用する必要があるとの事由で申し立てた家屋

明渡しの調停が成立した後に、その事由の不存在が明らかとなった

場合（その事由の存否が調停の合意の内容となっていない）（最判

昭28.5.7）。 

× 

★8 

具体例 

③ 

協議離婚に伴う財産分与契約において、分与者が自己に譲渡所得税

が課されることを知らず、そのような理解を当然の前提とし、かつ

その旨を黙示的に表示していた場合（最判平元.9.14） 

〇 

★9 

 

 

 



                                 複製・頒布を禁じます 

32 
司法書士・択一ターゲット攻略講座・民法Ⅰ 

【詐欺の意義・効果】 

1 ＡがＢからＣ社製造の甲薬品を購入した場合において、ＢがＣ社の従

業員から甲薬品はガンの予防に抜群の効果があるとの虚偽の説明を受

け、これを信じてＡに同様の説明をし、Ａもこれを信じて甲薬品を購

入した場合、Ａは、Ｂとの間の売買契約を取り消すことができる。 

〔13-1-イ（23-5-ア）〕 

 × 

2 Ａは、Ｂから彫刻甲を著名な彫刻家Ｃの真作であると信じて購入した

が、実際には、甲は、Ｃの真作ではなかった。Ｂは、甲がＣの真作で

はないことを知っており、また、ＡがＣの真作であると信じて購入す

ることも認識していたが、甲がＣの真作ではないことをＡに告げずに

売った場合には、ＡがＢによる働き掛けなくして錯誤に陥っているの

で、詐欺による取消しが認められることはない。〔23-5-イ〕 

 

 × 

3 ＡがＢに欺かれて、自己所有の甲土地をＣに売却した場合において、

Ｃが詐欺の事実を知ることができなかったときは、Ａは詐欺を理由に

Ｃとの売買契約を取り消すことはできない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

4 ＡがＢからＣ社製造の甲薬品を購入した場合において、ＡがＣ社の従

業員から甲薬品はガンの予防に抜群の効果があるとの虚偽の説明を受

け、これを信じて甲薬品を購入した場合、Ｂがその事情を知り得なか

ったときでも、Ａは、Ｂとの間の売買契約を取り消すことができる。 

〔13-1-ウ（7-7-エ、18-6-オ）〕 

 

 × 

5 ＡがＢＣ間の売買契約の締結後に、Ｂの詐欺を理由としてＡＢ間の売

買契約を取り消した場合において、当該詐欺の事実を知らなかったこ

とについてＣに過失があるときは、Ａは、Ｃに対し、甲土地の所有権

を主張することができる。［令5-5-エ］ 

 

 〇 

6 ＡがＢの詐欺により、Ｂとの間で、Ａ所有の甲土地を売り渡す契約を

締結した。Ａは、詐欺の事実に気付いて売買契約の意思表示を取り消

した場合において、Ｂへの所有権移転登記を経由していたときは、Ｂ

が第三者に転売した後であっても、Ｂに対し、その登記の抹消を請求

することができる。〔10-4-エ〕 

 

 〇 

7 相手方の欺罔行為により錯誤に陥って贈与の意思表示をした者は、そ

の相手方が贈与を受けた物を善意の第三者に譲渡した後であっても、

その意思表示を取り消すことができる。〔59-2-2（18-6-エ）〕 

 

 〇 

8 ＢがＡに対して虚偽の事実を告げてＡＢ間の売買契約が締結された場

合には、Ａが当該事実を告げられたことによって錯誤に陥っていなく

ても、Ａは、Ｂの詐欺を理由としてＡＢ間の売買契約を取り消すこと

ができる。［令5-5-ア］ 

 

 × 

 
【96条３項の第三者に該当するか】 

1 第３順位の抵当権者の欺罔行為により第１順位の抵当権者が錯誤に陥

って、その抵当権を放棄する旨の意思表示をしたときには、第２順位

の抵当権者が善意無過失であったとしても、第１順位の抵当権者は、

その意思表示の取消しをもって第２順位の抵当権者に対抗することが

できる。〔59-2-5（18-6-ア）〕 

 

 〇 
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2 連帯債務者の一人であるＡが、債権者Ｂに欺かれて本来の給付に代え

て代物弁済した後、詐欺の事実に気づいてこれを取り消した場合、Ａ

は、他の連帯債務者であるＣに対して、代物弁済の取消しを対抗する

ことができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

 

【詐欺の意義・効果】 

意義 

他人を欺罔して（注1）錯誤に陥らせ（★8）、それに基づいて意思表示をさせる

こと 

※詐欺者の故意については、次の二重の故意が必要である（大判大11.2.6）。 

① 相手方を欺いて錯誤に陥れようとする意思 ★1 

② その錯誤によって意思表示をさせようとする意思 

効果 

①意思表示を取り消すことができる（96Ⅰ）。 

②第三者による詐欺の場合は、相手方がその事実を知り、又は知ることができた

ときに限り、その意思表示を取り消すことができる。（96Ⅱ）。★3.4（注2） 

③詐欺による取消しは、善意・無過失の第三者に対抗することができない 

（96Ⅲ）。★5 

 ※詐欺による意思表示の取消しは、善意・無過失の第三者に対抗できないだけ

であって、当事者間では取消しを主張することができる。★6.7 

 

（注1）沈黙については、それによって相手方が錯誤に陥った場合、事情によっては詐欺とな

る（東京地判昭53.10.16）。★2 

 

（注2） 第三者の詐欺の構造 

                  Ｂの主観    取消の可否 

     意思表示         善意無過失 → 取消× 

  Ａ          Ｂ    善意 過失 → 取消〇  

詐欺↑               悪意    → 取消○  

  Ｃ  

 

【96条３項の第三者に該当するか】 

 
イメージ 

第三者

該当性 

① 売主Ａを騙して不動産を譲り受けた買主Ｂの債

権者Ｃが目的不動産を差し押さえた場合のＣ 

Ａ     Ｂ     Ｃ 

  詐欺     差押え 〇 

② Ｂ所有の不動産にＡの１番抵当権、Ｃの２番抵

当権があり、Ｂが詐欺によってその１番抵当権

を放棄し、後その放棄を取り消した場合のＣ

（大判明33.5.7） ★1 

 Ｂ     

         １番抵当権Ａ 

   （Ｂに騙され放棄） 

      ２番抵当権Ｃ 

× 

③ ＡＣがＢに対して連帯債務を負担していて、Ａ

が詐欺によって代物弁済をし、後にその代物弁

済を取り消した場合のＣ（大判昭7.8.9）★2 

       Ｃ 

 Ｂ   

       Ａ 

  →Ｂに騙され代物弁済 

× 
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【強迫の意義・効果】 

1 甲が土地を乙に強迫されて譲渡し、更に乙が事情を知らない丙に転売

し、それぞれ所有権移転登記を経由した場合、甲は、乙に取消しの意

思表示をすれば、丙に対し、その登記の抹消を請求することができ

る。〔3-8-ウ（12-3-5）〕 

 

 〇 

2 ＡがＢに強迫されて、自己所有の甲土地をＢに売却し所有権移転登記

をした後、更にＢが、強迫の事実について善意かつ無過失であるＣに

対して、甲土地を売却し所有権移転登記をした場合、ＡがＡＢ間の売

買契約をＢの強迫を理由に取り消したときであっても、Ａは、Ｃに甲

土地の所有権を主張することはできない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

善意・無過失の

第三者にも対抗

できる 

3 Ａ所有の甲土地がＡからＢ、ＢからＣに順次売買され、その旨の登記

がされた後、ＡＢ間の売買契約がＢの強迫を理由に取り消された場

合、Ａは、Ｂに対し、ＡからＢへの所有権移転登記の抹消を請求する

ことができるほか、Ｃに対し、ＢからＣヘの所有権移転登記の抹消を

請求することもできる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

4 Ａがその所有する甲建物をＢに売り渡し、その旨の所有権の移転の登

記をした後、Ｂは、甲建物をＣに転売してその旨の所有権の移転の登

記をした。その後、ＡがＢの強迫を理由にＡＢ間の売買契約を取り消

した場合、Ａは、Ｃに対し、甲建物の所有権を主張することができ

る。〔27-7-ア（30-4-ウ、令5-5-ア）〕 

 〇 

 

【意思表示のまとめ】 

１ Ａ所有の甲土地について、Ａが真意では売却するつもりがないにもか

かわらず、それを知りながら、Ｂとの間で売買契約を締結し、その

後、ＢがＣに対し甲土地を譲渡した場合において、ＢがＡの意思表示

が真意ではないことにつき悪意であっても、ＣがＡの意思表示が真意

ではないことにつき善意であるときは、Ａは、Ｃに対し、当該売買契

約の無効を主張することができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

2 Ａ所有の甲土地について、Ａが真意では売却するつもりがないにもか

かわらず、Ｂとの間で売買契約を締結し、その後、ＢがＣに対し甲土

地を譲渡した場合、ＢがＡの意思表示が真意ではないことにつき善意

無過失であっても、ＣがＡの意思表示が真意ではないことにつき悪意

であるときは、Ａは、Ｃに対し、当該売買契約が無効であるとして甲

土地の所有権を主張することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

3 相手方の詐欺によって不動産の売却を承諾した者は、その承諾を取り

消す前に善意でかつ過失がない第三者がその不動産を譲り受けて登記

を備えた場合において、取消しをその第三者に対抗することができな

い。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

4 ＡのＢに対する意思表示がされ、その意思表示によって生じた法律関

係について、Ｂの包括承継人ではないＣが新たに法律上の利害関係を

有するに至った後に、その意思表示がＡの錯誤を理由に取り消された

場合において、錯誤による意思表示であることをＣが過失により知ら

なかったときは、Ａは、Ｃに対し、その取消しを対抗することができ

る。［令3-5-ウ］ 

 〇 
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【強迫の意義・効果】 

 
詐 欺 強 迫 

２項 
第三者の詐欺の場合、相手方が詐欺に

つき、悪意又は善意・有過失である場

合に取り消せる。 

第三者の強迫の場合、相手方の知・不知を

問わず取り消せる。★4 

３項 

(※) 

善意・無過失の第三者に取消しを対抗

できない。 

善意・無過失の第三者にも取消しを対抗で

きる（反対解釈）。★1.2.3 

※取消し後の第三者とは、177条の対抗関係に立つ（詐欺・強迫共通）。 

 

【意思表示のまとめ】 

 
効果 

第三者保護規定 
原則 例外 

心裡留保

（93） 
意思表示は有効 

相手方が表意者に効果意思の

ないこと（真意）について悪

意又は善意・有過失である場

合は無効 

善意の第三者に

対抗できない。 

（注1）★1  

虚偽表示

（94） 
意思表示は無効  

善意の第三者に

対抗できない 

錯誤（95） 
意思表示は、 

取り消すことができる 

表示者に重過失があるときは

取り消すことができない 

（注2） 

善意でかつ過失

がない第三者に

対抗できない。 

★3 

詐欺 

（96Ⅰ～Ⅲ） 

意思表示を 

取り消すことができる 

第三者の詐欺による意思表示

は、  

・相手方が悪意であるとき 

・相手方が善意・有過失であ

るとき 

に限り取り消すことができる 

善意でかつ過失

がない第三者に

対抗できない。 

★2 

強迫（96Ⅰ） 
意思表示を取り消すこ

とができる 
 なし 

 

（注1）93条２項の射程範囲 

事例 93条２項の適用 

Ａ           Ｂ          Ｃ 

           （悪意／善意・有過失）    （善意） 

〇   

＝Ｃは所有権を取得する 

Ａ           Ｂ          Ｃ 

（善意・無過失）      （悪意） 

× ※ ★2 

＝Ｃは所有権を取得する 

※ ＡＢ間の売買契約は民法93条１項本文により有効に成立する。そして、当該売買契約が有

効である以上、同法同条２項の無効となる場合に当たらず、Ｂから転得した第三者Ｃは、

善意・悪意にかかわらず、有効に権利を取得することができる。 

 

（注2）表意者に重過失があっても錯誤取消しをすることができる場合 

①相手方が悪意又は重過失の場合 

②共通錯誤の場合 
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第２節 意思表示の到達と受領 

【隔地者間における意思表示の到達過程】 

1 法人に対する意思表示を当該法人の使用人が受けた場合において、当

該意思表示が効力を生ずるためには、当該使用人が当該法人から当該

意思表示の受領権限を与えられていなければならない。〔24-4-ウ〕 

 

 × 

2 Ａに対する意思表示が記載された書面がＡの事務所兼自宅に発送さ

れ、その書面が配達された時にＡが買物に出掛けていて不在であって

も、Ａと同居している内縁の妻Ｂが受領した場合、意思表示の効力は

生ずる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇  

 

3 特定の意思表示が記載された内容証明郵便が受取人不在のために配達

することができず、留置期間の経過により差出人に還付された場合、

受取人がその内容を十分に推知することができ、受領も困難でなかっ

たとしても、当該意思表示が受取人に到達したものと認められること

はない。〔司法試験過去問〕 

 

 × 

4 意思表示の通知が相手方に到達したというためには、その通知が相手

方の了知可能な状態に置かれることをもって足りる。［令7-5-ア］ 

 〇 

 

【97条２項の解釈】 

1 甲が乙に対して取消しの意思表示を記載した書面を発送したところ、

乙が正当な理由なく当該取消しの意思表示の通知が到達することを妨

げたときは、取消しの意思表示の通知は、甲が当該取消しの意思表示

を記載した書面を発送した時に到達したものとみなされる。〔ｵﾘｼﾞﾅ

ﾙ〕 

 

 

 

 

 

× 

通常到達すべき

であった時に到

達したものとみ

なされる 

2 ＡがＢに対して契約の解除をする旨の通知書を発送したが、Ｂが正当

な理由なくその受取りを拒んだ場合には、Ａがした解除の意思表示の

通知は、通常到達すべきであった時に到達したものとみなされる。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 〇 

 

【死亡・行為能力を喪失した場合（97 条３項）】 

1 甲がその所有にかかる土地を乙にだまされて売り渡し、その後契約を

取り消す旨の手紙を出したが、その到達前に甲が死亡した場合、取消

しの効果は生じない。〔3-8-エ〕 

 

 × 

2 隔地者に対する契約の解除の意思表示は、表意者が通知を発した後に

死亡した場合でも、そのためにその効力を妨げられない。〔24-4-

オ〕 

 

 〇 

3 契約を解除する旨の意思表示は、その通知の発信から相手方への到達

までの間に表意者が意思能力を喪失したときは、その効力を生じな

い。［令7-5-イ］ 

 × 
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【隔地者間における意思表示の到達過程】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 「到達」とは、一般取引上の通念に照らして、相手方が了知しうるようにその勢力範囲に

入ることを意味し、相手方が現実に了知することを要しない（最判昭36.4.20）。★4 

 

事例 
到達が 

認められるか 

① 本人の住所地で同居の内縁の妻が郵便物を受領した場合 

（大判昭17.11.28）。★2 
〇 

② 法人に対する意思表示を当該法人の使用人が受けた場合 

（当該使用人が当該法人から当該意思表示の受領権限を与えられてい

ない）（最判昭36.4.20）★1 

〇 

③ 遺留分侵害額請求の意思表示を記載した内容証明郵便が受取人不在の

ため配達されず、受取人が受領しないまま留置期間を経過したため差

出人に還付された場合 

〇 

（条件付）

（注） 

 

（注）受取人が郵便内容を十分に推知することができたであろうこと、受領の意思があれば容

易に受領できたことの事情がある場合には、郵便の内容である遺留分侵害額請求の意思

表示は、社会通念上、了知可能な状態におかれ、遅くとも留置期間が満了した時点で受

取人に到達したものと認められる（最判平10.6.11）。★3 

 

【97条２項の解釈】 

 

Ａ ①意思表示 

   

 

Ｂ ②到達するのを邪魔 

要件 
相手方が正当な理由なく意思表示の通知が到達す

ることを妨げたとき 

効果 
その通知は、通常到達すべきであった時に到達し

たものとみなす(97Ⅱ)★1.2 

 

【死亡・行為能力を喪失した場合（97条３項）】 

 

 

Ａ ① 意思表示 

  ② 死亡 

 

Ｂ ③ 到達 

状況 
表意者が発信後到達前に死亡★1.2、意思能力を喪

失★3又は行為能力を喪失した場合 

処理 効力は妨げられない。 

例外 
契約の申込みにおける例外（526）  

→ 本条３項は適用されない 

 

表白 

（書面の作成） 

発信 

（投函） 

到達 

（配達） 

了知 

（読了） 

到達主義の原則（97Ⅰ） 

発信主義の例外 

（20） 
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【公示による意思表示（98 条）】 

1 公示による意思表示は、最後に官報に掲載した日又はその掲載に代わ

る掲示を始めた日（以下「公示の日」という。）から２週間を経過し

たときは、公示の日に遡って相手方に到達したものとみなされる。 

〔24-4-ア〕 

 

 × 

2 公示による意思表示は、表意者が相手方を知らないこと又はその所在

を知らないことについて過失がないときは、最後に官報に掲載した日

又はその掲載に代わる掲示を始めた日から 2 週間を経過した時に、

相手方に到達したものとみなされる。［令7-5-エ］ 

 

 〇 

3 Ａが、Ｂに対して契約の解除をする旨の通知書を発送しようとした

が、Ｂの所在を知ることができず、公示の方法によって解除の意思表

示をした場合には、Ｂの所在を知らないことについてＡに過失があっ

たとしても、当該意思表示は、その効力を生ずる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

4 意思表示は、表意者が相手方を知ることができないときに限り、公示

の方法によってすることができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

 

【意思表示の受領能力】 

1 未成年者甲の法定代理人乙から甲において土地を買い受ける旨の申込

みを受けた丙が、土地を売り渡す旨の意思表示を直接甲にしたとき

は、契約の成立を主張することができない。〔3-8-オ〕 

 

 〇 

2 意思表示の相手方が当該意思表示を受けた時に未成年者であった場合

でも、その法定代理人が当該意思表示を知った後は、表意者は、当該

意思表示をもってその相手方に対抗することができる。〔24-4-イ〕

［令6-4-イ］ 

 

 〇 

3 意思表示の相手方がその意思表示を受けた時に未成年者であったとき

は、表意者は、その意思表示を取り消すことができる。〔31-4-イ〕 

 × 

4 ＡがＢから契約解除の意思表示を受けた時にＡが成年被後見人であっ

た場合、Ａの成年後見人ＣがＢの契約解除の意思表示を知るまでは、

当該契約解除の効力は生じない（Ａは成年被後見人のままであるとす

る）。［司法試験過去問］ 

 

 〇 

5 未成年者に意思表示をした者は、その意思表示をもって未成年者に当

然に対抗することができるが、被保佐人に意思表示をした者は、その

意思表示をもって被保佐人に当然に対抗することはできない。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 
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【公示による意思表示（98条）】 

 

 

Ａ   相手？ 

 

 ①申立て 

裁判所 

→②公示 

公示によるができ

る条件 

表意者が相手方を知ることができず、又はその所在

を知ることができない ★4  

到達されるとみな

される時期 

最後に官報に掲載した日又はその掲載に代わる掲示

を始めた日から２週間を経過した時 ★1．2 

到達の効力を生じ

ない場合 

表意者が相手方を知らないこと又はその所在を知ら

ないことについて過失があったとき ★3 

 

【意思表示の受領能力】 

 

 
 
 
     受け取る？ 
Ａ        Ｂ 

 受領能力 

意思無能力者 ×（注） 

未成年者 ×（注） 

成年被後見人 ×（注） 

被保佐人 〇 ★5 

被補助人 〇 

 

 

（注）98条の２の構造 

 

 
要 件 効 果 

原則 

（本文） 

意思表示の相手方がその意思表示を受けた時に 

① 意思能力を有しなかった 

② 未成年者若しくは成年被後見人であった 

表意者は意思表示の到達を主張

できない。★1.4  ※ 

例外 

（但書） 

・相手方の法定代理人★2 

・意思能力を回復し、又は行為能力者 

となった相手方 

がその意思表示を知った場合 

表意者は意思表示の到達を主張

できる。 

 

※ 意思表示の相手方がその意思表示を受けた時に未成年者であったときに、表意者がそ

の意思表示を取り消すことができる旨を定めた規定はない。★3 
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第第４４章章  無無効効とと取取消消しし  
 

【無効行為の転換】 

1 法定の方式を具備していない秘密証書遺言は、遺言として有効となる

ことはない。〔62-21-４〕 

 × 

2 Ａが婚姻関係にないＢによって懐胎し、子Ｃを出産した。ＢがＣを自

分と婚姻関係にあるＤとの間の嫡出子として出生の届出をした場合、

その届出は、認知の届出としての効力を有する。 

〔12-20-オ（63-18-3、16-24-オ）〕 

 

 〇 

3 他人の子を自己の嫡出子として出生の届出をしても、その届出は、嫡

出子の出生の届出としては無効であるが、その届出が当該他人の子を

自己の養子とする意図でされたものであるときは、その届出をもって

養子縁組の届出があったものとされる。〔25-5-イ〕 

 

 × 

 

 

【無効行為の追認（119条）】 

1 当事者が無効な行為を追認したときは、当該追認は、当該行為の時に

遡ってその効力を生ずる。〔25-5-ア〕 

 × 

2 無効である法律行為を追認した場合には、新たな行為をしたものとみ

なされ、初めから有効であったとされることはないのが原則だが、無

権代理行為を追認したときは、初めから有効であったものとみなされ

る。〔16-6-エ〕 

 

 〇 

3 公序良俗違反により無効である契約を、当事者が当該契約の無効を知

りつつ、あらためて追認をすれば、新たに有効な契約をしたものとみ

なされる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 
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【無効行為の転換】 

 

意 義 
無効の法律行為が他の法律行為の要件を備える場合、後者の法律行為として

の効力を認めること。 

肯定した例 

① 秘密証書遺言が要件を満たさない 

→ 自筆証書遺言への転換を認める（971） ★1 

② 妾との間の子を本妻との間の嫡出子として届出 

  → 認知届としての効力を認める（最判昭53.2.24）★2 

否定した例 

① 妾との間の子をいったん他人の嫡出子として届け出た後、その他人の代 

諾により養子縁組 

→ 認知届としての効力を認めない（大判昭4.7.4） 

② 他人の子を養子とするため、いきなり自分の嫡出子として届出 

→ 養子縁組への転換を否定（最判昭25.12.28、最判昭50.4.8）★3 

 

【無効行為の追認（119条）】 

 

 

 

  契約（無効） 

 

 

 追認 ？ 

 

原則 その法律行為は有効とならない（119本文）。 

例外 

当事者が法律行為の無効であることを知って、追認した場合 

→ 当事者は新たな法律行為をしたものとみなされ、 

追認時から（★1.2）有効となる（119但書）。（注） 

再例外 
強行規定違反や公序良俗違反の場合 

→ 違反の状況が続く限り、追認しても有効とはならない。★3 

 

（注）無権代理行為を追認した場合は、契約の時に遡って有効となる（116本文）。★2 
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【取消権者（120条）】 

 

1 未成年者が法定代理人の同意を得ないでした法律行為を取り消すため

には、法定代理人の同意を要する。 

〔57-2-4（63-1-5、2-14-ア、23-4-イ）〕 

 

 × 

2 未成年者が法定代理人の同意を得ないでした法律行為を自ら取り消し

た場合には、その未成年者は、その取消しの意思表示をすることにつ

いて法定代理人の同意を得ていないことを理由に、その取消しの意思

表示を取り消すことはできない。〔27-4-ア〕 

 

 ○ 

3 甲は、被保佐人であるが、保佐人丙の同意を得ないで、乙に甲所有の

高価な壷を売却した。甲は、丙の同意がなければ、自ら売買契約を取

り消すことはできない。〔5-8-5〕 

 

 × 

4 主たる債務者が行為能力の制限によってその債務を生じさせた行為を

取り消すことができる場合であっても、当該債務の保証人が当該行為

を取り消すことはできない。〔25-5-ウ〕 

 

 〇 

5 錯誤による意思表示の表意者に重大な過失があった場合には、表意者

は取消しを主張することができないが、相手方は取消しを主張するこ

とができる。〔3-21-1〕 

 

 × 

6 Ａの所有する土地をＢが錯誤により購入し、Ｂが当該土地を占有する

Ｃに対して所有権に基づき明渡しを求めた場合、Ｂにおいて錯誤によ

る意思表示の取消しを主張する意思があるかどうかにかかわらず、Ｃ

は、当該土地の売買契約を錯誤により取り消して、その明渡しを拒む

ことはできない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

7 ＡのＢに対する意思表示を錯誤により取り消すことができる場合であ

っても、その意思表示によって生じた契約上の地位をＡから承継した

Ｃは、錯誤を理由としてその意思表示を取り消すことができない。 

［令3-5-オ］ 

 

 × 
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【取消権者（120 条）】 

 

 
制限行為能力による取消し 錯誤・詐欺・強迫による取消し 

取消権者 

① 制限行為能力者 ★1 

（注1.2.3）  

① 錯誤・詐欺・ 

強迫による意思表示をした者 

② 法定代理人・任意代理人 ② 法定代理人・任意代理人 

③ 包括承継人・特定承継人 ③ 包括承継人・特定承継人★7 

④ 同意権者（保佐人や同意権付与

の審判を受けた補助人） 

 

取 消 権 者 に あ

たらない者 

（代表例） 

・ 保証人 ★4 

・ 契約の相手方 ★5 

・ 転得者 ★6 

 

（注1）取り消すことができる行為を取り消すことは、契約前の状態に復するだけであり、未

成年者に特に不利益を課するものではないので、未成年者が単独で取り消すことができる

（5Ⅱ・120Ⅰ）。★3 

 

（注2）制限行為能力者が行った「取り消す」という法律行為は、同意なくされても完全に有効

であり、これを取り消すことはできない。★2 

 

（注3）他の制限行為能力者の法定代理人としてした行為にあっては、当該他の制限行為能力者

を含む。 
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【履行済みのものの返還義務の範囲】 

1 未成年者が買主としてした高価な絵画の売買契約を未成年者の行為能

力の制限を理由として取り消した場合において、その絵画が取消しの

前に天災により滅失していたときは、当該未成年者は、売主から代金

の返還を受けることができるが、絵画の代金相当額を不当利得として

売主に返還する必要はない。〔19-6-ア〕 

 

 〇 

2 甲乙夫妻の子丙（17歳）が丁から50万円借金して、大学の入学金の支

払に充てた。丙が未成年を理由に消費貸借契約を取り消した場合、丙

は丁に対して50万円を返還しなければならない。〔2-14-エ(改)〕 

 

 〇 

3 無効な行為に基づく債務の履行として給付を受けた者は、現に利益を

受けている限度において、返還すれば足りる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

4 ＡのＢに対する無償行為が錯誤を理由に取り消された場合には、その

行為に基づく債務の履行として給付を受けたＢは、給付を受けた時に

その行為が取り消すことができるものであることを知らなかったとき

は、その行為によって現に利益を受けている限度において、返還の義

務を負う。［令3-5-エ］ 

 

 〇 

5 未成年者を一方当事者とする売買契約が行為能力の制限を理由として

取り消されて無効となった場合には、当該売買契約に基づく債務の履

行として給付を受けた相手方は、現に利益を受けている限度におい

て、その給付について返還の義務を負う。［令4-4-オ］ 

 

 × 

※ 

 

※ 本肢では、未成年者との売買契約に基づく債務の履行として給付を受けた相手方の返還義

務の範囲について問われているため、121条の２第１項が適用される。 

 

【取消権の消滅時効】 

1 ＡがＢの詐欺により、Ｂとの間で、Ａ所有の甲土地を売り渡す契約を

締結した。売買契約の締結後、20年が経過した後にＡが初めて詐欺の

事実に気付いた場合、Ａは、売買契約を取り消すことができない。 

〔10-4-ウ〕 

 

 〇 

2 錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なもので

あり、その錯誤により意思表示をした場合であっても、その意思表示

の時から20年が経過すれば、表意者は、錯誤による意思表示の取消し

を主張することができない。〔司法試験過去問〕 

 

 〇 

3 未成年者が、17歳の時に法定代理人の同意を得ることなく、第三者と

の間で売買契約を締結した場合において、成年に達した時から６か月

が経過したときは、未成年者であった者は、未成年であったことを理

由に当該売買契約を取り消すことができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 
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【履行済みのものの返還義務の範囲】 

 

 

 

   ①契約 

Ａ       Ｂ 

●  ②給付 

 

 ③契約が無効 

（もしくは取消） 

 

履行済みのものの返還義務の範囲 

原則 原状回復義務（121の２Ⅰ）★3.5 

例外１ 
現存利益（注） 

（121の２Ⅱ） 

① 無効な無償行為に基づく債務の履行 

② 善意の給付受領者 ★4 

例外２ 
現存利益（注） 

（121の２Ⅲ） 

意思無能力者・ 

制限行為能力者の返還義務 ★1 

※ 善意・悪意で区別なし 

 

（注）現存利益 

・金銭を遊興費に充てた場合のように、受領物を浪費した場合は現存利益はない 

（最判昭50.6.27）。 

・受けた利益を借金の支払や生活費に充当した場合には、その限度で自己の財産の支出に

よる減少を免れているので、利得が現存する（大判昭7.10.26）。★2 

 

【取消権の消滅時効】 

 

126条の趣旨 

取り消すことができる行為を長期間放置しておくと相手方や第三

者の立場を不安定ならしめるから、本条は取消しの主張に対して

時間的制限を加えている。 

 

取消権（原則） 

（126） 

相続の承認・放棄の取消権 

（919Ⅲ） 

詐害行為取消権 

（426） 

追認をすることができる時から 

５年 ★3 

追認をすることができる時から 

６か月 

債務者が債権者を害すること

を知って行為をしたことを債

権者が知った時から 

２年 

行為の時から 

20年★ 1.2 

承認又は放棄の時から 

10年 

行為の時から 

10年 
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【追認の要件（124条）】 

1 甲は、未成年者であるが、親権者丙の同意を得ないで乙に甲所有の高

価な壷を売却した場合には、甲は、成年者となる前は、丙の同意を得

たときでも、売買契約を追認することができない。〔5-8-2〕 

 

 × 

2 制限行為能力者が行為能力の制限によって取り消すことができる行為

によって生じた債務を行為能力者となった後に承認した場合であって

も、当該行為が取り消すことができるものであることを当該制限行為

能力者が知らないときは、当該行為を追認したものとはならない。 

〔25-5-エ〕 

 

 〇 

3 取り消すことができる行為の追認は、取消しの原因となっていた状況

が消滅した後にすれば、取消権者が取消権を有することを知って追認

したかどうかにかかわらず、その効力を生ずる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 

【追認の行使方法・効果】 

1 追認とは、取り消すことができる法律行為の効力を有効に確定する旨

の意思表示であり、その意思表示は、取り消すことができる法律行為

の相手方に対してするものである。〔12-1-イ〕 

 

 〇 

2 未成年者が法定代理人の同意を得ることなく金銭を借り入れた場合に

おいて、貸主が当該未成年者に対する金銭債権を第三者に譲渡した

後、当該未成年者が金銭消費貸借契約を未成年者であることを理由に

取り消すときは、その取消しの意思表示は債権の譲受人に対してしな

ければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 譲渡人に対して

する 

3 成年被後見人は、成年後見人が追認した行為も取り消すことができる

が、被保佐人は、保佐人が追認した行為を取り消すことができない。 

〔9-1-5〕 

 × 
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【追認の要件（124条）】 

 

追認する者 

追認の要件 

要件① 

取消しの原因となっていた

状況が消滅していること 

要件② 

取消権を有することを知っ

た後であること 

下記以外の取消権者 必要 
必要 

★2.3 

法定代理人又は制限行為能力者の保

佐人若しくは補助人が追認をすると

き 

不要 必要 

制限行為能力者（成年被後見人を除

く。）が法定代理人、保佐人又は補

助人の同意を得て追認をするとき★1 

不要 必要 

 

 

【追認の行使方法・効果】 

 

123条 
取り消すことができる行為の相手方が確定している場合には、その取消し又

は追認は、相手方に対する意思表示によってする。 

行使方法 
相手方のある単独行為であるから、取消権者の一方的意思表示により行う。 

（注） 

追認の効果 
追認がなされると、法律行為は有効に確定する（122）。すなわち、もはや取

り消しえなくなる。 

時期 
取り消すことができる行為を追認したときは、初めから有効な行為となる

（122本文）。追認の時から有効となるわけではない。★3 

 

（注） 

（Ｂの詐欺） 

 売買契約 

Ａ    Ｂ 

 代金債権 債権 

      譲渡 

     Ｃ 

Ａの取消の相手方 ： Ｂ  

 

取り消すことができる行為の相手方が取消しの対象たる行為から取得

した権利をすでに第三者に譲渡した場合でも、元の相手方（譲渡人）

が取消しの相手方であって、譲受人ではない（大判大14.3.3、大判昭

5.10.15）。★1.2 
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【法定追認】 

1 取り消すことができる行為について追認をすることができる取消権者

が当該行為から生じた債務の債務者として履行をした場合には、法定

追認の効力が生ずるが、当該行為について当該取消権者が債権者とし

て履行を受けた場合には、法定追認の効力は生じない。 

〔25-5-オ（12-1-エ、令5-5-ウ）〕 

 

 × 

2 未成年者Ａは、単独の法定代理人である母親Ｂの所有する宝石を、Ｂ

に無断で自己の物としてＣに売却し引き渡した。Ａが、Ｂの同意を得

て、Ｃに対し代金の履行請求をした場合には、Ａは、未成年者である

ことを理由にＡ・Ｃ間の売買を取り消すことができない。 

〔6-7-オ（57-3-3）〕 

 〇 

3 未成年者甲がその所有する土地について、法定代理人乙の同意を得な

いで、買主丙との間で売買契約を締結した場合において、甲が丙から

土地の所有権移転の登記手続をするよう催告されたのに対し、乙はそ

れを知りながら直ちに異議を述べなかったときは、乙は、売買契約を

取り消すことができない。〔56-1-3（12-1-ウ）〕 

 

 × 

4 未成年者甲がその所有する土地について、法定代理人乙の同意を得な

いで、買主丙との間で売買契約を締結した場合において、甲が成年に

達した後、売買代金債権を他人に譲渡したときは、甲は、売買契約を

取り消すことができない。〔56-1-1（23-4-ウ）〕 

 

 〇 

5 被保佐人が保佐人の同意を得ることなく金銭を借り入れた場合におい

て、保佐開始の審判が取り消され、その後、被保佐人であった者が貸

主に対して、異議をとどめずに、新たに担保を提供したときは、追認

をしたものとみなされる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

6 未成年者Ａが、Ａ所有のパソコン甲をＡの唯一の親権者Ｂの同意なく

成年者Ｃに売る契約を締結した。本件売買契約の締結後に契約締結の

事実を知ったＢが、Ａが成年に達する前に、Ｃに対して甲を引き渡し

た場合には、当該引渡しがＡに無断であったときでも、Ａは、本件売

買契約を取り消すことができない。〔23-4-エ〕 

 

 〇 

7 未成年者がその所有する建物を法定代理人の同意を得ることなく売り

渡した場合において、法定代理人が未成年者を代理して当該建物の所

有権移転の登記をしたときは、未成年者はもはや売買契約を取り消す

ことができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 
登記申請行為は 

履行に当たる 

8 成年被後見人Ａが、その所有の土地をＢに売却した場合において、Ａ

が行為能力者となった後、本件売買契約が取り消し得るものであるこ

とを知らずに、Ｂに代金の支払いを請求した場合、法定追認となる。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 
取り消すことが
できる行為と知

った後であるこ
とが必要 

9 Ａは、Ｂの詐欺により錯誤に陥り、Ｂから、ある動産を買い受ける旨

の売買契約を締結したが、その後に、Ｂの詐欺が発覚した。Ｂが売買

代金請求権をＣに譲渡し、その旨をＡに通知した後、ＡがＣからの強

制執行を免れるために売買代金を弁済した場合、売買代金の弁済は、

Ａが債務者として履行しなければならないことであるが、追認する趣

旨ではないことを示した上で弁済をしていれば、追認をしたものとは

みなされない。〔12-1-オ改題（10-4-イ）〕 

 〇 
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10 被保佐人Ａが、保佐人Ｂの同意を得ることなく第三者Ｃとの間で金銭

消費貸借契約を締結し、金銭を借り入れた場合において、Ａの保佐開

始の審判が取り消され、その後、Ｃが、当該契約に基づいてＡに対し

て有する債権を異議をとどめずに他人に譲渡したときは、Ａは、当該

金銭消費貸借契約を追認したものとみなされる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

11 Ａは、その所有する甲土地のＢへの売却がＢの詐欺によることに気付

いた後、甲土地の売買代金債権をＢの詐欺につき善意無過失のＣに譲

渡した。この場合において、Ａは、Ｂの詐欺を理由に、Ｂとの間の甲

土地の売買契約を取り消すことができる。〔30-4-イ〕 

 × 

 

【法定追認の要件】 

① 125条所定の法定追認事由のどれか1つが発生すること （注1） 

② 追認できる者によって行われること 

③ 追認をすることができる時以後に行われること（注2） 

④ 当該行為の際に異議を留めなかったこと ★9 

 

（注 1）125 条の法定追認事由 

取消権者が〇〇した場合 取消権者が〇〇を受けた場合 

   

   Ａ            Ｂ 

取消権 

 

Ａ             Ｂ 

取消権 

履行した場合 ★6.7 〇 
履行を受けた場合 ★1 

（大判昭 8.4.28） 
○ 

請求した場合 ★2 〇 
請求を受けた場合 ★3 

（大判明 39.5.17） 
× 

担保供与した場合 ★5 〇 担保供与を受けた場合 ○ 

譲渡した場合 ★4.11 〇 ※  

強制執行した場合  〇 
強制執行を受けた場合 

（大判昭 4.11.22） 
× 

※ 取消権者の相手方が譲渡した場合 → 法定追認にはならない。★10 

 

（注2）「追認をすることができる時以後に」の解釈 (了知については除外している) 

法定追認ができる者 制限 

制限行為能力者・瑕疵ある意思表示をした者 

［平4-7-エ］ 

取消しの原因となっていた状況が

消滅した後になされること★8 

未成年者・被保佐人・被補助人 
法定代理人・保佐人・補助人の同

意を得てなすこと★11 

法定代理人・保佐人・補助人自身［平23-4-エ］ （特別な制限はない）★6.7 
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第第５５章章  代代理理  
第１節 代理の成立要件 

 

【代理権の範囲】 

（その①） 

1 権限の定めのない代理人は、保存行為のみをする権限を有する。〔ｵﾘ

ｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

（その②） 

ＡはＢから代理権を付与されたが、特にその権限の内容や範囲は決められていない。この場

合、Ａは以下の行為をすることができるか。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

2 期限の到来した債務の弁済 

 

 できる 

3 田畑を宅地に変更すること 

 

 できない 

4 預金を株式にすること 

 

 できない 

 

【代理権の消滅事由】 

1 代理人が保佐開始の審判を受けた場合には、代理権は消滅する。［令

4-5-ウ］ 

 × 

2 Ａが、Ｂに対して、甲土地を購入するための代理権を付与した後、Ｂ

が死亡した場合、Ｂの相続人Ｃは、相続の放棄をしなくても、代理人

の地位を承継しない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

3 代理権は、代理人が後見開始の審判を受けたことによって消滅する。

［令7-6-オ］ 

 

 〇 

 

【代理人の権限濫用】 

1 Ａの代理人であるＢは、その代理権の範囲内でＡを代理してＣから

1000万円を借り入れる旨の契約を締結したが、その契約締結の当時、

Ｂは、Ｃから借り入れた金銭を着服する意図を有しており、実際に

1000万円を着服した。この場合において、Ｃが、その契約締結の当

時、Ｂの意図を知ることができたときは、Ａは、Ｃに対し、その契約

の効力が自己に及ばないことを主張することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

2 代理人が自己又は第三者のために代理権を濫用しても、それが客観的

に代理権の範囲にあり、相手方が代理人の自己又は第三者の利益を図

る目的を知らず、知らないことに過失がないときは、代理人がした意

思表示は本人に帰属する。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 
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【代理権の範囲（103）】 

代理権があることは明らかだが、その範囲が不明な場合や、特に範囲を決めていない場合 

→ 103条に定める行為のみをする権限を有する★1 

  

保存行為 

意義 財産の現状を維持する行為 

例 
① 家屋の修繕、    ② 消滅時効の更新 

③ 未登記不動産の登記 ④ 期限の到来した債務の弁済★2 

利用行為 

意義 
財産について収益を図る行為 

※ 財産の性質を変えない範囲内（★4）における利用行為に限る 

例 
① 現金を銀行に預金する 

② 金銭を利息付で貸し付ける 

改良行為 

意義 
財産について使用価値や交換価値を増加する行為 

※ 財産の性質を変えない範囲内（★3）における改良行為に限る 

例 
① 家屋に造作を施す 

② 無利息の貸金を利息付に改める  

 

【代理権の消滅事由】              ○＝消滅原因に当たる ×＝当たらない 

 法 定 代 理（111） 任 意 代 理（111・653・651） 

本 人 代 理 人 本 人 代 理 人 

死亡 ○ ○ ○（注1） ○ ★2 

後 見 開 始 の 審

判（注2） 
× ○ ★3 × ○ ★3 

破 産 手 続 開 始

の決定 
× ○ ○ ○ 

解約告知 × × ○ ○ 

（注1） 本人が死亡すると、本人たる地位を相続人が承継するのではなく、代理権は消滅す

る。しかし、以下の場合、本人が死亡しても代理権は消滅しない。 

① 授権行為で別段の定めをした場合 ② 登記申請の代理権の場合（不17①） 

③ 商行為の委任による代理権の場合（商506） ④ 訴訟代理権の場合（民訴58） 

 

（注 2）代理人が保佐開始の審判を受けたことは、代理権の消滅事由とはされていない★1 

 

【代理人の権限濫用（107）】 

 

 

本 人 

    

    代理権濫用 

代理人       第三者 

     金銭支払※ 

 

※ 代理権の範囲内に限る 

論点の見抜き方 

＜キーワード＞ 

・ 自己の利益を図る目的で・・・ 

・ 費消する目的で・・・・・ 

・ 代理権を濫用して・・・・・・ 

処理（原則） 本人に効果が帰属する★2 

処理（例外） 

相手方が代理人の代理権濫用の意図を

知り又は知ることができたとき 

→ 無権代理行為★1 
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【自己契約・双方代理】 

1 同一の法律行為について、当事者双方の代理人としてした行為は、そ

の行為が債務の履行である場合であっても、代理権を有しない者がし

た行為とみなされる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

2 Ａは、Ｂ及びＣからあらかじめ許諾を得た場合には、Ｂ及びＣの双方

を代理してＢＣ間の契約を締結することができる。［令7-6-イ］ 

 〇 

3 同一人物が、債権者及び債務者双方の代理人として代物弁済をする場

合であっても、債権者及び債務者双方があらかじめ許諾していたとき

は、無権代理行為とはみなされない。［令4-5-エ］ 

 

 〇 

4 Ａからその所有する甲建物の売却について代理権を与えられているＣ

が、買主Ｂの代理人も兼ねてＡＢ間の売買契約を締結した場合、その

契約は無効であり、Ａはこれを追認することができない。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕〔30-5-ウ〕 

 × 

本人の追認によ

って有効になる 

 

5 金銭消費貸借の貸主Ａは、借主Ｂを代理して自己の債権につき消滅時

効完成後に弁済することができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 

6 債権の譲渡人は、債務者の代理人として譲受人に対して譲渡の承諾を

することができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 

【顕名と代理行為の効果帰属先】 

1 代理人が本人のためにすることを示さずに意思表示をした場合であっ

ても、その権限内において本人のためにした行為は、本人に対して直

接にその効力を生ずる。［令4-5-イ］ 

 

 × 

2 代理人が本人のためにすることを示さないで意思表示をなした場合で

あっても、相手方がその本人のためにすることを知っていたときに

は、その意思表示は直接本人に対して効力を生ずる。 

〔5-4-4（18-4-ウ、26-5-ア）〕 

 〇 

3 Ａが、Ｂに対して、Ｃから甲建物を購入するための代理権を付与した

後、ＢがＣとの間で甲建物を購入する旨の契約を締結したが、ＢがＡ

のためにすることを示さなかった場合において、ＢがＡのためにする

意思をもって当該契約を締結したことをＣが知ることができたとき

は、Ｂがした意思表示は、Ａに対して効力を生ずる。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ/22-5-イ改題、令7-6-ア〕 

 〇 

4 Ａの代理人であるＢは、Ｃに対し物品甲を売却した（なお、この売却

行為は、商行為には当たらないものとする。）。この事例に関して、

Ｂは、Ａのためにする意思をもってＣに対し物品甲を売却したが、そ

の際、売買契約書の売主署名欄にＡの氏名のみを記載し、自己の氏名

を記載しなかった。この場合において、契約書にＡの氏名だけを記載

することをＡがＢに許諾しており、Ｃも契約書に署名したＢではなく

Ａと契約する意思を有していたときは、Ｂがした意思表示は、Ａに対

して効力を生ずる。〔22-5-エ（26-5-イ）〕 

 〇 
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【自己契約・双方代理】 

Ａ 

|  

代理人Ｂ    相手方Ｂ 
原則 

無権代理行為とみなされる（108Ⅰ本文）  

→本人の追認によって有効となる（116）。 ★4 

Ａ            Ｃ 

|           | 

代理人Ｂ    代理人Ｂ 

例外 

（1）債務の履行（108Ⅰ但書）★1（注1） 

（2）本人があらかじめ許諾した行為（108Ⅰ但書） 

★2．3 

 

（注1） 

 債務の履行に当たるか 

①  弁 済 期 到 来 後 の 債 務 の 弁 済  ○ 

②  弁 済 期 到 来 前 の 債 務 の 弁 済   ※ １  × 

③  代 物 弁 済           ※ ２  ★ 3参 照  × 

④  存 否 や 金 額 に つ い て 争 い の あ る 債 務  × 

⑤  時 効 に か か っ た 債 務 の 弁 済   ★ 5 × 

※１ 期限の利益を失うから。 

※２ 本来の目的物に代えて給付をするので、本人の利益を害するおそれがないとはいえない。 

ex．現金の代わりに車で給付 

 

□ 債権の譲渡人が、債務者の代理人として譲受人に対して譲渡の承諾をすることは、民

法108条に違反しない（大判昭4.2.23）。★6 

 

                      代理人   承諾〇   

 譲渡人Ａ     譲受人Ｂ   譲渡人Ａ       譲受人Ｂ 

              →    代理権授与  

                        「私の代理で承諾して欲しい」 

 債務者Ｃ            債務者Ｃ 

 

【顕名と代理行為の効果帰属先】       Ａ＝本人 Ｂ＝代理人 Ｃ＝相手方 

本人 Ａ 

 

            

  代理人Ｂ                   相手方Ｃ 

 

名義（注1） 条文 結論 

「Ａ代理人Ｂ」 99条１項（顕名あり） ＡＣ間に効果帰属 

「Ｂ」 

（注2） 

原則（100本文） ＢＣ間に効果帰属 ★1 

相手方が代理意思を知り、又は知

ることができた場合（100但書） 
ＡＣ間に効果帰属 ★2.3 

「Ａ」 条文の不存在 ＡＣ間に効果帰属と考えるべき★4 

（注1）代理意思がある場合を前提とする。 

（注2）代理意思がない場合は他人物売買になる。 
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【代理行為の瑕疵】 

1 Ａが代理人Ｂに特定の動産を買い受けることを委託し、ＢがＡの指図

に従って相手方Ｃからその動産を買い受けた場合において、Ｃが無権

利者であることをＡが知っていたとしても、Ｂがその事実を知らず、

かつ、そのことに過失がなかったときは、その動産について即時取得

は成立しない。〔16-5-イ（9-2-イ、5-4-1）〕 

 

 〇 

2 教授： それでは、ＡとＢとの間で、Ａの代理人としてＣの占有する

高名な乙絵画を買い受ける契約を締結する権限をＢに与える委任契約

を締結していたものとします。Ｂが、Ａの指図に従いＣとの間で乙絵

画の売買契約を締結してその引渡しを受けたものの、Ｃが乙絵画につ

いて無権利者であった場合に、Ａは乙絵画を即時取得することができ

ますか。 

学生： Ｃが無権利者であることについて、Ｂが善意無過失であった

としても、Ａが善意無過失でなければ、Ａは乙絵画を即時取得するこ

とができません。〔30-5-オ〕 

 

 〇 

3 ＡとＣの取引で、Ａの代理人Ｂが、Ｃの代理人Ｄに代理権のないこと

を知らないことに過失があったとしても、Ａは、Ｄに対して無権代理

人の責任を追及することができる。〔9-2-ウ（3-1-4）〕 

 

 × 

 

4 ＡがＥに対しガン予防の薬品の購入を委任し、ＥがＢから甲薬品はガ

ンの予防に抜群の効果があるとの虚偽の説明を受け、これを信じてＡ

の代理人として甲薬品を購入した場合、Ａは、甲薬品がガンの予防に

効果がないことを知っていたとしても、Ｂとの間の売買契約を取り消

すことができる。〔13-1-エ〕 

 

 〇 

5 Ａ株式会社の代表取締役Ｂから代理権を与えられたＣが、Ａのために

することを示して動産甲を無権利のＤから買い受けて現実の引渡しを

受けた場合において、Ｄが無権利者であることにつきＢは善意無過失

であるが、Ｃは善意有過失であるときは、Ａは動産甲を即時取得する

ことはできない。〔30-8-エ（令4-5-オ）〕 

 

 〇 

 

【代理行為と詐欺】 

1 Ａの代理人であるＢは、Ｃに対し物品甲を売却した。Ｂの意思表示が

Ｃの詐欺によるものであったときは、Ｂは、その意思表示を取り消す

ことができるが、Ａは、Ｂによる意思表示を取り消すことができな

い。〔22-5-ウ〕 

 

 × 

2 Ａは、Ｂの代理人として、Ｃとの間で金銭消費貸借契約及びＢ所有の

甲土地に抵当権を設定する旨の契約を締結した。本契約がＡのＣに対

する詐欺に基づくものである場合、Ｂがこれを過失なく知らなくて

も、Ｃは、本契約を取り消すことができる。〔12-3-4〕 

 

 〇 

 

3 Ａの代理人Ｂが相手方Ｃとの間で売買契約を締結した場合、Ｃの意思

表示がＡの詐欺によるものであったときでも、Ｂがその事実を知らな

かった場合には、Ｃは、その意思表示を取り消すことができない。 

〔9-2-ア〕 

 

 × 
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【代理行為の瑕疵】 

 

論点 

① 意思の不存在（心裡留保・虚偽表示）による無効の主張 

② 錯誤・詐欺・強迫による取消し 

③ 善意・無過失を要件とする規定（即時取得など）、等の成否は誰を基

準に考えるか？ 

原則 代理人基準（101Ⅰ・Ⅱ）★3.4（注1） 

例外 

（①かつ②） 

① 本人が悪意・有過失 

② 特定の法律行為を委託された代理人が（注2） 

→ 本人基準（101Ⅲ）★1.2 

趣旨 

代理人は自己の意思表示をなす者であるから、意思表示の瑕疵の有無など

は代理人を基準とすべきことを規定している（101Ⅰ・Ⅱ）。もっとも、

本人が代理人の意思決定に影響を与えた場合には、公平の観点より代理人

の知・不知に影響を及ぼすものとしている（101Ⅲ）。 

 

（注1） 法人の法律行為の場合（最判昭47.11.21） 

 

 
代理人がいない 代理人を選任した場合 

イメージ 

 

Ａ株式会社 

  ❘         取引 

代表取締役 Ｂ     第三者 

Ａ株式会社 

  ❘       

代表取締役 Ｂ      

    ❘        取引 

 代理人  Ｃ        第三者 

代理行為の瑕疵の

判断基準 
代表機関である自然人 Ｂ 

代理人 Ｃ 

★5 

 

（注2） 「特定の法律行為の委託」とは 

ex.１「ガン予防の薬品の購入を委託」   → ×★4 

ex.２「ガン予防の○○薬品の購入を委託」 → ○  

 

【代理行為と詐欺】 

 

 
相手方の詐欺 代理人の詐欺 本人の詐欺 

イメージ 

        

処理 
本人が取消権を取得する

（101Ⅰ）★1 

本人が善意であっても 

相手方は取り消すことが

できる★2 

代理人が善意であっても

相手方は取り消すことが

できる。★3 

 

本 人 

代理人 相手方 

詐欺 

本 人 

 

代理人 相手方 

詐欺 

本 人 

代理人 相手方 

詐欺 

取引 
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【代理と能力（102条）】 

1 未成年者を代理人に選任した場合に、その者が代理人としてなした法

律行為は本人がこれを取り消すことができる。 

〔5-4-2（54-13-3、57-2-2、12-3-1、13-1-オ）〕 

 

 × 

2 ＢがＡのためにする意思をもって、Ａの代理人であることを示して、

Ｃに対し物品甲を売却した場合であっても、Ｂが未成年者であるとき

は、Ｂがした意思表示は、Ａに対して効力を生じない。〔22-5-オ〕 

 

 × 

3 Ａは、Ｂの任意代理人であるが、Ｂから受任した事務をＣを利用して

履行しようとしている。ＡがＣを復代理人として選任する場合には、

Ｃは、意思能力を有することは必要であるが、行為能力者であること

は要しない。〔14-4-1〕 

 

 〇 

4 他人の任意代理人として代理行為をするためには、成年被後見人は、

成年後見人の同意を得ることが必要であるが、被保佐人は、保佐人の

同意を得ることを要しない。〔9-1-3（59-3-2）〕 

 

 × 

5 未成年者であるＡの法定代理人Ｂが被保佐人である場合であっても、

代理人は行為能力者である必要はないため、Ｂが法定代理人としてし

た行為は、取り消すことができない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

6 未成年者Ａの法定代理人Ｂが被保佐人である場合であっても、代理人

は行為能力者である必要がないため、ＢがＡの法定代理人としてした

行為は、取り消すことができない。 〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

7 被保佐人が他の制限行為能力者の所有する不動産の売買契約を当該制

限行為能力者の法定代理人として締結する場合には、保佐人の同意を

得なければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 
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【代理と能力（102条）】 

 

任意代理の場合 法定代理の場合 

 

 本人 Ｂ  

                              

 

任意代理人           第三者 

（被保佐人）  代理行為 

 

 

 本人 Ｂ  

                              

 

法定代理人           第三者 

（被保佐人）  代理行為 

 

① 代理人がした意思表示の効果は本人に対

して効力を生ずる。★2 

② 行為能力の制限を理由にその代理行為を

取り消すことはできない（102本文）。

★1（注） 

③ 制限行為能力者が任意代理人として代理

行為をする場合、保護者の同意を得る必

要はない。★4 

① 代理人がした意思表示の効果は本人に対

して効力を生ずる。 

② 行為能力の制限を理由にその代理行為を

取り消すことができる（ 102但書）。 

★5.6 

③ 制限行為能力者が法定代理人として代理

行為をする場合、保護者の同意を得る必

要がある。 ★7 

 

（注）代理人には行為能力は要求されないが、意思能力は必要とされる。★3 
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第２節 代理の種類と使者 

【復任権の有無】 

1 委任による代理人は、自己の責任で復代理人を選任することができ

る。［令4-5-ア］ 

 × 

2 委任による代理人は、本人の許諾を得た場合でなければ、復代理人を

選任することができない。［令7-6-ウ（4-2-ア）〕 

 

 × 

3 任意代理人には、原則として復任権は認められていない。しかし、本

人の許諾を得た場合や、やむを得ない事由がある場合に復任権が認め

られている〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕。 

 

 〇 

4 未成年者の親権者である法定代理人は、本人の許諾を得たとき、又は

やむを得ない事由があるときでなくても、復代理人を選任することが

できる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

 

【原代理人の責任】 

1 法定代理人は、復代理人を選任したときは、やむを得ない事由により

その選任をした場合を除き、その選任及び監督につき過失がなかった

場合であっても、復代理人の行為について本人に対して責任を負う。 

〔61-8-4（5-4-3）〕 

 

 〇 

2 未成年者Ａの親権者である法定代理人Ｂが、やむを得ない事由によっ

て、Ｃを復代理人として選任した場合、Ｂは、その選任及び監督につ

いて、Ａに対してその責任を負う。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 〇 

3 ＡがＢに対して、Ｃ所有の甲建物を購入するための代理権を付与した

後、ＢがＡの許諾を得てＤを復代理人に選任した場合、Ｂは、Ｄの選

任及び監督について、Ａに対して責任を負わない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 

【復代理人と本人の関係】 

1 復代理人が委任事務の処理に当たって金銭等を受領した場合、復代理

人は、委任事務の処理に当たって、本人に対して受領物を引き渡す義

務を負うほか、代理人に対しても受領物を引き渡す義務を負うが、復

代理人が代理人に受領物を引き渡したときは、本人に対する受領物引

渡義務は、消滅する。〔19-5-ウ〕 

 

 〇 

2 本人と代理人との間の委任契約によって代理権が授与されている場合

において、代理人が本人に対して報酬を請求することができるときで

も、復代理人は、直接本人に対して報酬を請求することはできない。 

〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

 



                       複製・頒布を禁じます 

59 
司法書士・択一ターゲット攻略講座・民法Ⅰ 

3 Ａが、委任契約に基づきＢに対し、自己所有の甲不動産を売却するた

めの代理権を付与した後、Ｂが復委任契約に基づき、適法にＣを復代

理人に選任した。 

Ｃは、委任事務を処理するのに必要と認められる費用を支出したとき

であっても、その費用及び支出の日以後におけるその利息の償還を、

直接Ａに対して請求することはできない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 × 

 

【復任権の有無】 

 

 任意代理人の復任権（104） 法定代理人の復任権（105） 

原則 
復任権なし 

★1 

復任権あり ★4 

例外 

① 本人の許諾を得た場合 

又は ★2.3 

② やむを得ない事由があるとき 

 

【原代理人の責任】 

 任意代理人の責任 法定代理人の責任（105） 

原則 
代理人に代理権授与契約の債務不履行が

ある場合には本人に対して責任を負う 

★3 

選任・監督についての過失の有無を問わ

ず、全責任を負う ★1 

例外 

やむを得ない事由によって選任したとき 

↓ 

選任・監督について責任を負う ★2 

 

【復代理人と本人の関係】 

106条２項 
復代理人は、本人及び第三者に対して、その権限の範囲内において、 

代理人と同一の権利義務を有する 

具体例 

代理人が本人と委任関係（643条以下）にあるときは、復代理人も本人に対し

て受任者たる地位に立ち、受任者としての権利義務 

善管注意義務：644条 

受領金銭などの引渡義務：646条、 

費用償還請求権：650条★3 

報酬請求権：648条★2など を有することになる。 

 

＜最判昭51.4.9＞ ★1 

本 人   

 ❘ 

代理人 

 ❘    売却 

復代理人      第三者 

     金銭支払 

復代理人の引渡義

務の相手 

代理人に対して引渡義務（646）を負

う ほ か 、 本 人 に 対 し て も 引 渡 義 務

（106Ⅱ）を負う 

復代理人が代理人

に受領物を引き渡

した場合 

代理人に対する引渡義務は消滅し、そ

れとともに、本人に対する引渡義務も

消滅する 
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【復代理人選任の効果】 

1 委任による代理人は、復代理人を選任したときは、自ら代理行為をす

ることができない。〔61-8-2（4-2-ウ、19-5-イ）〕 

 

 × 

2 Ａの代理人であるＢが、Ａの許諾を得て復代理人Ｃを選任し、Ｃがそ

の代理権の範囲内でＤとの間で契約を締結した場合において、ＣがＤ

に対し、Ａのために契約を締結することを示しただけで、自らが代理

人Ｂによって選任された復代理人であることを示さなかったときは、

ＡＤ間に契約の効力は生じない。［令7-6-エ（4-2-イ、19-5-ア）〕 

 

 × 

3 Ａは、Ｂの任意代理人であるが、Ｂから受任した事務をＣを利用して

履行しようとしている。Ａから復代理人として適法に選任されたＣの

法律行為の効果がＢに帰属するためには、ＣがＡのためにすることを

示して当該法律行為をすることが必要である。〔14-4-5〕 

 

 × 

4 復代理人が本人の指名に従って選任された場合、復代理人の代理権

は、代理人の代理権が消滅しても消滅しない。 

〔19-5-オ（4-2-オ、54-13-5）〕 

 

 × 

5 Ａが、委任契約に基づきＢに対し、自己所有の甲不動産の売却に関す

る代理権を付与した後、ＢがＣを復代理人に選任する場合、Ｂは、Ａ

の名でＣを復代理人として選任しなければならない。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

※ 

6 Ａが、委任契約に基づきＢに対し、自己所有の甲不動産の売却に関す

る代理権を付与した後、Ｂが適法にＣを復代理人に選任した場合、Ｂ

が後見開始の審判を受けたときであっても、Ｃは、Ａを代理すること

ができる。〔ｵﾘｼﾞﾅﾙ〕 

 

 × 

原代理権の消滅

に伴って復代理

権は消滅する 

 

※ 復代理とは、代理人が、自分の権限内の行為を行わせるため、自分の名でさらに代理人を

選任して、本人を代理させることである。 

  → よって、Ｂは、自己であるＢの名でＣを復代理人として選任することができる。 
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【復代理人選任の効果】 

 

本  人 

   

原代理人 □ 復代理人を選任することによって原代理権を失わない（大判明44.4.28）★1 

     □ 復代理人を解任する権限を有する 

   ★5 

復代理人 ① 独立性 

復代理人は原代理人の代理人ではなく本人の代理人である（106Ⅰ） 

→ 本人の名を示して代理行為をなし、その効果は直接本人に帰属する（99Ⅰ） 

  ★2.3 

 

② 原代理人に対する従属性 

復代理人の代理権（復代理権）は原代理人の代理権（原代理権）に基づいている 

→ ① 復代理権の範囲は原代理権の範囲を超えられない 

② 原代理権の消滅に伴って原則として復代理権は消滅する ★4.6 
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【代理と使者】 

Ａは、Ｂを利用して、Ｃと売買契約を締結し、甲動産を取得しようとし

ている。 

 

 

1 ＢがＡの代理人である場合、Ａは、Ｂに対し、売買代金額に関する決

定権限を付与することができる。〔16-5-エ〕 

 

 〇 

2 ＢがＡの使者である場合、Ａは、Ｂに対し、売買代金額に関する決定

権限を付与することができる。〔16-5-エ〕 

 

 × 

3 ＢがＡの代理人である場合、甲動産の購入に際し、Ｂには意思能力が

ある必要はないが、Ａには行為能力がある必要がある。〔16-5-ウ〕 

 

 × 

4 ＢがＡの使者である場合、Ｃが甲動産の所有権を有しない場合におい

て、Ａは、Ｃが甲動産の所有者であるものと誤信し、かつ、誤信した

ことにつき無過失であったが、Ｂは、Ｃが甲動産の所有者でないこと

につき悪意であったときは、Ａは、甲動産を即時取得することができ

ない。〔16-5-イ〕 

 

 × 

5 ＢがＡの代理人である場合、Ｂが、Ｃに対し、売買の目的物を誤って

Ｃの所有する乙動産と表示してしまい、その表示内容による売買契約

が締結された場合において、誤った表示をしたことにつきＡに重過失

があるときは、Ａは、乙動産の代金支払を免れることができない。 

〔16-5-ア〕 

 

 × 

6 ＢがＡの使者である場合、Ｂが、Ｃに対し、売買の目的物を誤ってＣ

の所有する乙動産と表示してしまい、その表示内容による売買契約が

締結された場合において、誤った表示をしたことにつきＡに重過失が

あるときは、Ａは、乙動産の代金支払を免れることができない。 

〔16-5-ア〕 

 

 〇 

7 ＢがＡの代理人である場合、Ａの許諾がない場合には、Ｂは、やむを

得ない事由がない限り、その任務を他の者にゆだねることができな

い。〔16-5-オ〕 

 

 〇 

8 ＢがＡの使者である場合、Ａの許諾がない場合には、Ｂは、やむを得

ない事由がない限り、その任務を他の者にゆだねることができない。 

〔16-5-オ〕 

 

 × 
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【代理と使者】 

              Ａ               Ａ 

 

 

 

             代理人Ｂ      相手方  使者Ｂ        相手方 

  

 
代理 使者 

意思決定 
代理人が決定する 

（注 1） 
本人が決定する 

行為者 

意思能力 必要 ★3 不要 

行為能力 
不要（102 本文） 

（注 2） 
不要 

本人 

意思能力 不要 必要 

行為能力 不要 ★3 必要 

行為の瑕疵は誰を基準に

判断するのか 

代理人について判断 

（101Ⅰ・Ⅱ）★5 
本人について判断 ★4.6 

Ｂが婚姻の意思表示をす

ることができるか 
不可 可 

復任 
制限あり 

（104・105）★7 
原則として許される ★8 

無権限のＢが行った場合

の責任 

無権代理人の責任 

（117） 
原則としてなし 

 

（注1）意思決定は代理人が行うため、売買代金額の決定について、代理人の意思にゆだねる

ことができる。一方、使者である場合、使者は自ら意思決定を行わないため、売買代金

額の決定について、使者の意思にゆだねることができない。 ★1.2 

 

（注2）意思能力者であればよく行為能力者である必要はないが、代理人が制限行為能力者で

あったとしても、行為能力の制限を理由にその代理行為を取り消すことはできないとい

うことを意味する。 
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